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環境配慮型コンクリートにおける炭酸カルシウムの位置付け … 坂田　昇ほか
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鉄筋コンクリート造の設計・施工指針・同解説」の概要 … 兼松　学

ずいそう
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日本コンクリート工学会「3Dプリンティングによる
コンクリート構造物構築に関する研究委員会」成果報告 … 石田　哲也ほか
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放射線・原子力分野での活用　その1　放射線の遮蔽 … 蔵重　勲

「2022-OCセメント共同試験」参加募集 今月の表紙

2021年度セメント需給と
今後の展望

(一社）セメント協会　調査・企画部門

1．2021年度の回顧

1-1.　概 況

　2021年度のわが国経済は，長引く新型コロナウィル

ス感染症の影響下にありますが，2021年 9月末の緊

急事態宣言及びまん延防止等重点措置の解除以降

は，徐々に緩和されており，持ち直しの動きがみられ

ました。しかし,その後のオミクロン株を含めた新型コロ

ナウィルス感染症による再びのまん延防止等重点措置

が 2022年 1月から3月まで延長され，内外経済への

影響 ,さらに2022年 2月下旬に勃発したロシアのウクラ

イナ侵攻により，原材料価格の上昇や金融資本市場

の変動 ,供給面での制約等 ,先行きの成長下振れ懸念

が強まっています。

　こうした中，政府は，新型コロナウィルス感染症の拡

大防止，「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と

なる危機への備え，未来社会を切り拓く「新しい資本主

義」の起動，防災・減災,国土強靭化の推進など安全・

安心の確保を柱とする「コロナ克服・新時代開拓のた

めの経済対策」を策定し，2021年度補正予算を編成し

ました。こうした下で実質成長率は2.1％となりました。

セメント関連項目をみると，公共投資は伸び率▲9.3％，

民間住宅投資は同▲1.6％，民間設備投資は同 1.3％

となりました（内閣府 2022年 5月18日公表）。

1-2.　セメント需給（図 1，表1）

　（1） 国内需要

　2021年度のセメント国内需要は3,788万ｔ，前年と

比較すると79万ｔ減，前年比 98.0％となり，3年連続

マイナスとなりました。前年プラスとなった地区は，関

東一区，東海，九州です。コロナ禍からの回復の動

きも見られ，概して都市再開発事業や道路整備事業

などが寄与しました。一方，他の地区では工期の長

期化 ,建設労働者の人手不足など弱含みで推移したこ

とから,前年マイナスとなりました。このうち輸入は1万

t，前年比 52.0％，シェア0.0％となりました。全量韓国

からのものです。

　全体的な背景として，官需についてはマイナスとな

りました。2021年度国の公共事業当初予算は ,2020

年度補正予算と合わせて金額ベースでは確保された

ものの，資材価格,労務コスト上昇等による入札不調・

不落や用地買収の遅れによりマイナスとなりました。

一方，民需は増加しました。設備投資は停滞してい

た投資再開の動きが見られ，都心部の再開発も本格

化してきたものの，コロナ禍からの持ち直しの動きが

弱い。住宅投資は，コロナ禍からの回復に加え,政

府の住宅取得支援策の一部延長により,コロナ禍前

の水準には届かないものの新設住宅着工の総戸数は

増加しました。

　（2） 輸 出

　2021年度の輸出は 1,148万 t，前年比 103.3％と

なりました。1,000万 t台を7年連続で維持しました。

仕向地はアジア向けが 790万 t，同 100.7％と全体の

68.8％を占めました。主要な輸出先であるシンガポー
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図1　セメント需給の推移

表１　地区別販売

ルは，新型コロナウィルス感染症で外国人作業員が

入国制限され，建設工事が停滞していた前年より，

状況が改善していることから，267万 t，同 164.0％と

前年プラスとなりました。中国は168万 t，同51.5％ ,

香港は164万 t,同109.4％，とプラスとなりました。オー

ストラリアは186万ｔ，同 110.7％とプラスとなりました。

2. 今後の展望

　（1） 2022年度セメント需要見通し

　2022年度の国内需要は3,800万 t，前年比 100.3％

と見通しました。官需については，国の公共事業予算

は2021年度に対して下回る水準で，入札不調や用地

買収遅れによる予算執行率の低下，人手不足等によ

る工事の長期化も継続すると想定されます。民需につ

いては，住宅投資において新設住宅着工戸数は減少

すると予想されます。設備投資は事務所や店舗，倉

庫が増加することや，都市部の再開発工事が本格化

することから，2021年を上回ると想定されます。

　同輸出は1,160万t，前年比101.0％と見通しました。

エネルギー価格高騰，フレートの上昇等，厳しい輸出

環境にあるものの，アジア諸国およびオセアニアを中心

に依然根強い引き合いが期待されることから，前年並

みに推移するものと想定されます。

　（2）中期的なセメント需要見通し

　新型コロナウィルスの収束の見通しは立ちません

が，都市開発事業，地方での防災，減災対策などが

継続されることや，2025年大阪万博開催の関連工事，

リニア中央新幹線工事の沿線地域での直接・間接投

資が期待されることから，中期的には一定水準の需要

は維持するものと期待されます。
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2021-OCセメント共同試験
結果と最近10年間の推移

(一社）セメント協会　研究所　技術情報グループ

1．はじめに 2．セメント共同試験の概要

　セメント協会は，セメント試験技術の維持・向上を目 　参加した試験所は，セメント協会の会員（セメントメー

的として，全国のセメントおよびコンクリート関係の試験 カー関連の試験所・研究所）36試験所，セメント協会

所・研究所を対象に，共通試料によるセメント共同試 の会員外（生コンクリート工業組合，民間企業，海外

験を毎年実施している。この共同試験は 10月に行うこ の試験所など）54試験所の計 90試験所であった。最

とから OC（October）共同試験と称しており， 1948年 近 10年間の参加試験所数の推移を表1に示す。

から 2021年まで 72回実施した。 　試験に使用した試料は ,普通ポルトランドセメント 1試

　本稿では， 2021年 10月に実施した「2021 -OCセメ 料である。実施した試験項目は次の通りである。

ント共同試験」の結果を紹介する。

表3　最近 10年間の化学分析結果 (規格本体 )の標準偏差の推移

表1　参加試験所数の推移

表2　化学分析結果（規格本体）

（1）日本産業規格（JIS）に規定された化学分析，物理

試験 ,水和熱試験

（2）セメント協会標準試験方法（JCAS）に規定された

45μm網ふるいによる粉末度，エア・ジェット式ふる

い装置による粉末度,遊離酸化カルシウムの定量

（3）米国試験  ASTMに規定された凝結，安定性，

圧縮強さ

　本稿では（1）および（2）の試験結果の概要について

報告する。

3．日本産業規格 (JIS)による
試験結果の概要

（1）JIS R 5202による化学分析結果

　参加試験所は42試験所（会員 24，会員外18）

であった。化学分析結果（規格本体）を表2に，

最近 10年間の化学分析結果（規格本体）の標準

偏差の推移を表3に示す。

（2）JIS R 5201による物理試験結果

　参加試験所は78試験所（会員 33，会員外45）

であった。物理試験結果（規格本体）を表4に，

最近 10年間の物理試験結果（規格本体）の標準

偏差の推移を表5に示す。材齢 28日の圧縮強さ

の分布を図1に示す。

（3）JIS R 5203による水和熱試験結果

　参加試験所は14試験所（全て会員）であった。

水和熱試験結果を表6に，最近 10年間の水和熱

試験結果の標準偏差の推移を表7に示す。

（4）JIS R 5204による蛍光Ｘ線分析結果

　参加試験所は28試験所（会員 26，会員外 2）で

あった。蛍光 X線分析結果を表8に示す。
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表4　物理試験結果（規格本体）

表5　最近 10年間の物理試験結果（規格本体）の標準偏差の推移

表6　水和熱試験結果
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図1　材齢 28日の圧縮強さの分布

表7　最近 10年間の水和熱試験結果の標準偏差の推移

表8　蛍光Ｘ線分析結果

4．セメント協会標準試験方法 (JCAS)
による試験結果の概要

　参加試験所は，JCAS K-03による｢エア・ジェット

式ふるい装置による粉末度｣が12試験所（全て会員），

JCAS K-02による｢45μm網ふるいによる粉末度｣が

14試験所（会員12,会員外2），JCAS I-01による｢遊

離酸化カルシウムの定量｣は，A法(エチレングリコール

法 )が 15試験所（会員 12，会員外3）,B法(グリセリン-

アルコール法)が20試験所（全て会員）であった。エア・

ジェット式ふるい装置および 45μm網ふるいによる粉末

度を表9に，遊離酸化カルシウムの分析結果を表 10

に，また最近 10年間のB法による遊離酸化カルシウム

の標準偏差の推移を表 11に示す。
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お知らせ

表9　エア・ジェット式ふるい装置および 45μm網ふるいによる粉末度

表10　遊離酸化カルシウムの分析結果

表11　最近 10年間のＢ法による遊離酸化カルシウムの標準偏差の推移

「2022-OCセメント共同試験」
参加募集

　セメント協会は，セメント試験技術の維持・向上のため，1948年より「共通試料によるセメント共同試験」

を実施しております。昨年は国内外のセメント・コンクリート関係 90ヶ所の試験所・研究所よりご参加を

いただきました。

　今年も10月に，日本産業規格（JIS），セメント協会標準試験方法（JCAS），米国試験（ASTM）による

共同試験を実施いたしますので，ふるってご参加ください。詳細はセメント協会ホームページをご覧ください。

・名　　　称 2022－OCセメント共同試験

・参加申込み 下記の [OCセメント共同試験 ]の参加申込より｢申込み」をクリックし，必要

事項をご入力ください。入力が完了しましたらご登録頂いたメールアドレス

に入力情報が送信されますので内容をご確認ください。5．おわりに

　正しい試験結果を得るためには，当該試験の規格

や解説書をもとに定められた試験条件の遵守，試験機

器の整備 ,試験技量の習得が重要である。

　試験結果の確認には,当協会で販売しているセメント

強さ試験用標準砂をはじめ，装置の校正用標準物質 ,

試験の技能確認用標準物質 ,蛍光 X線の検量線作成

に用いる標準物質 ,検量線の検定に用いる認証標準

物質をご参考にして頂きたい。

　共通試料による共同試験への参加は，自己の試験

操作や試験結果等を客観的に比較・考察できる貴重

な機会である。本試験が各試験所の試験技術向上の

一助となれば幸いである。

　今年も10月に「2022－OCセメント共同試験」の実施を

予定している。参加募集についての詳細は本誌10ペー

ジ，またはセメント協会ホームページをご覧下さい。

セメント協会ホームページ 

https://www.jcassoc.or.jp

[トップページ ]>[イベント・募集 ]>[OCセメント共同試験 ]

・参 加 料 金 一般　11,000円（参加料 10,000円＋税 1,000円）

※セメント協会会員会社は 6,600円（参加料 6,000円＋税 600円）

・問 合 せ 先 一般社団法人 セメント協会

研究所　技術情報グループ  OCセメント共同試験 担当

〒114-0003　東京都北区豊島４丁目 17番 33号

TEL 03-3914-2692　E-mail jca_event＠ jcassoc.or.jp

・試 験 日 程 申込み締切日　　　　　　2022年 7月 1日（金）

参加料金振込期限 　 2022年 8月 26日（金）

試験開始予定日　　　　　 2022年 10月 3日（月）

試験結果の報告期限 　 2022年 12月 1日（木）

報告書送付 　　　　　2023年 3月下旬
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環境配慮型コンクリートにおける
炭酸カルシウムの位置付け 

Effective Application of CCU calcium carbonate powder in achieving carbon negative/neutral concrete

坂田　昇　　田渕　浩記

1．はじめに

　セメントの製造時に多量のCO₂が排出されることか

ら，そのセメントを使用するコンクリートは，造れば造る

ほど地球環境に負荷を与えることになり，この観点から

は悪者扱いとなっている。一方，2050年カーボンニュー

トラル社会の実現に向けて，今年度から政府が主導す

るグリーンイノベーション基金による研究開発が開始さ

れ，セメント分野およびコンクリート分野もその対象となっ

ている。これにより，環境への負荷を低減する環境配

慮型コンクリートの開発が加速するものと考えられる。

　今後，環境配慮型コンクリートの開発にあたって，

炭酸塩である炭酸カルシウムは，コンクリートによるCO₂

削減のキーとなる最も重要な材料である。本稿では，

環境配慮型コンクリートの全体像について説明するとと

もに，最近の環境配慮型コンクリートの様々な技術か

ら，なぜ炭酸カルシウムがキーマテリアルであるかにつ

いて説明し，今後の展開について言及する。

さかた　のぼる　／　SAKATA Noboru
鹿島建設（株）　執行役員
土木管理本部土木技術部長　博士（工学）　博士（農学）

たぶち　こうき　／　TABUCHI  Kouki
デンカ（株）　常務執行役員
エラストマー・インフラソリューション部門長

2．環境配慮型コンクリートの全体像

　久田ら1）は，環境配慮型コンクリートを，CO₂を削減

する方法の違いによって， ①セメントを置換する材料技

術， ②骨材や粉体にCO₂を固定化する技術， ③コンク

リートに CO₂を吸収させる技術の3つに分類している。

この観点から筆者らが整理した，現状の環境配慮型

コンクリート技術を図1に示す。

　①のセメントを置換する材料技術は，セメントの一部

を高炉スラグ微粉末やフライアッシュに置換する方法で

ある2～4）。図2に通常のコンクリートの配合例を示すよ

うに，コンクリートは計量するため重量表記されることが

多いが，体積表記にすると，おおよそ，水が 15%，

セメントが10%，細骨材が30%，粗骨材が40%である。

このようにセメントはコンクリート体積の10％程度に過ぎ

ないが，水や骨材はコンクリートの使用材料としての加

工に要するエネルギーが比較的小さいことから，コンク

リートのCO₂排出量のほとんどはセメントによってもたらさ

れる。セメント製造時にCO₂が排出されるメカニズムは，

図3に示すように，石灰石（CaCO₃）を主材料に粘土

や鉄などを加えて，1400℃程度で焼成することで，セ

メントの主成分となる酸化カルシウム化合物（CaO）と二

酸化炭素（CO₂）ができ，大気中にCO₂が放出されるも

のである。したがって，コンクリート中のセメント量を減

らせば，計算上はCO₂排出量を削減することができる。

　②の骨材や粉体にCO₂を固定化する技術は，CO₂
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図1　環境配慮型コンクリートの全体像

図2　通常のコンクリート配合

を吸収，固定化した微粉末5,6）や粒状の材料（CCU材

料）をコンクリートの使用材料として用いる方法である。

これらの材料を混和材や骨材として用いれば，比較的

容易にコンクリートの中にCO₂を取り込んで固定化する

ことができ，効果的なCO₂の削減に繋がる。

　③のコンクリートにCO₂を吸収させる技術は，コンク

リートに大気中よりも高濃度のCO₂を与えて強制的に吸

収させる方法であり，練混ぜ時の一般的な配合のコン

クリートにCO₂を与えるもの7）と，特殊な混和材を混和

したうえで練り混ぜて成型したコンクリートにCO₂を与え

るもの8）がある。方法によってCO₂の吸収・固定量は

異なり，後者の方が多くのCO₂を固定化できるが，い

ずれも直接的にコンクリートのCO₂を取り込み，CO₂削

減を実現する技術である。

　ここで，重要なポイントが2つある。１つは, ①がコ

ンクリート中のセメントの使用量を減らすことにより，計

図3　セメント製造のイメージ

算上 CO₂を削減するものであるのに対して， ②はCO₂

を吸収させた微粉末や骨材などをコンクリートに混入す

ることで間接的にコンクリートにCO₂を固定化するもので

あり， ③は直接的にコンクリート中にCO₂を取り込んで

固定化するものであるという点である。①の方法で

は，CO₂排出量を削減することはできるが，CO₂排出

量をゼロ以下にする「カーボンネガティブ」にすることは

不可能である。それを実現する可能性があるのが②と

③の方法である。

　また，セメントが基幹的な建設資材であることは言う

までもないが，日本ではセメント製造が廃棄物処理の

受け皿として重要な役割を担っていることを鑑みれば，

闇雲にセメントを減らせばよいというものではないことは

明白である。近年では，セメントを全く使わないコンクリー

トも開発，実用化されている4）。これはCO₂を削減する

選択肢の１つではあるものの，こうした方向に全面的に

移行することは考えにくい。CO₂排出量が少なくなるよ

うなセメント製造方法の改良が進むことを期待する一方
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図4　コンクリートスラッジを用いたエコタンカル等の製造フロー

で， ②および③の方法の技術開発，実用化を強力に

推進することが肝要と考えられる。

　もう１つのポイントは， ②および③の方法で，コンクリー

ト中にCO₂を取り込んで固定化する役割を果たすのが

炭酸カルシウムであるということである。これについて，

以下に詳しく説明する。

3．炭酸カルシウムの位置付け

　炭酸カルシウムは，化学的に極めて安定しており，

高温で加熱などしない限り，石灰石のように半永久的

にCaCO₃の化合物として存在する。その炭酸カルシウ

ムを高温で焼成することでセメントが作られるが，環境

配慮型コンクリートとして久田らが示す②のCO₂を吸

収，固定化した炭酸カルシウムの微粉末や骨材をコン

クリートの材料として使用する方法と， ③のコンクリート

にCO₂を吸収させる方法によって炭酸カルシウムに戻す

ことで，CO₂を削減するという循環のメカニズムを構成

することができる。また，製造したコンクリートをカーボ

ンニュートラル，さらにはカーボンネガティブにすることが

可能となる。ここでは， ②および③について，それぞ

れその詳細について述べる。

3-1.　CCU材料をコンクリートに使用する方法

　コンクリートの硬化では，水和物としてエトリンガイト

やモノサルフェートなども生成されるが，主なものは，

水酸化カルシウム（Ca（OH）₂）と珪酸カルシウム水和物

（nCaO・SiO₂・mH₂O，以後 C-S-Hと表記）である。

この Ca（OH）₂とC-S-Hは，高いアルカリ性を呈して，

コンクリートのフレッシュ時や若材齢ではCO₂との反応

性も高い。このことを利用して，CO₂から製造した炭酸

カルシウム微粉末がエコタンカル5,6）である。エコタンカ

ルは，プレキャストコンクリート製品の製造時に発生する

コンクリートスラッジと，ボイラーなどから排出されるCO₂

を反応させて製造されるCCU材料（CCU : Carbon 

Capture and Utilization）である。その製造フローを

図４に示す。

　一方，コンクリートは，練り混ぜた際に，セメントと水

がペースト状になり，そのペーストが細骨材や粗骨材を

包み込んだ状態で，フレッシュコンクリートとなる。この

ペーストの流動性や粘性で，コンクリートのスランプや

材料分離抵抗性が決まる。筆者らは，高流動コンクリー

トの材料分離抵抗性を高めるために，骨材の一部に大

量の炭酸カルシウム微粉末を混入する技術9）を30年前

に開発している。この技術を用い，エコタンカルのよう

なCO₂から製造した炭酸カルシウム微粉末を材料として

高流動コンクリートを製造すれば，容易にCO₂の削減

が可能となる。

　その他にも，前述のようにコンクリート中の骨材は７割

を占めるため，一般的な骨材の代わりとして，CO₂を

吸収させた炭酸カルシウムの粉体や骨材を用いること

ができれば，大幅なCO₂の削減が可能となる。その実

現に向けて，残コンなどからだけでなく，コンクリート廃

材などからもCO₂を吸収させて炭酸カルシウムを生成す

図5　石灰石からセメントが製造されて，
さらに炭酸化されたコンクリートになるまでの流れ

るCCU材料の製造技術10～13）の開発が様々な機関で

実施されつつある。

3-2.　コンクリートに CO₂を吸収させる方法

　ここでは，CO₂吸収・固定量の多い，CO₂と反応

する特殊な混和材を用いたタイプのCO₂吸収コンクリー

ト「CO₂-SUICOM」14,15）について説明する。

　前述のとおり，セメントは石灰石を主な材料として粘

土や鉄と一緒に焼いて製造される。この際に，石灰石

CaCO₃がセメント（CaO化合物）とCO₂に分離される。

このように製造されたセメントは，CaO化合物として，

），珪酸三カルシウム  ₂（2CaO・SiO珪酸二カルシウム

（3CaO・），アルミン酸 三カルシウム ₂（3CaO・SiO

），鉄アルミン酸四カルシウム(4CaO・Al₂O₃・ ₃Al₂O

Fe₂O₃）から構成される。図5の右側の下向きの青の

矢印のように，セメントの主成分であるCaO化合物は

化学的に不安定で水 H₂Oとの反応性が高く，水和反

応によって水酸化カルシウムCa（OH）₂が生成されて硬

いコンクリートとなる。厳密には，水和反応による硬化

物として珪酸カルシウム化合物 C-S-Hも生成されるが

ここでは説明上割愛する。硬化したコンクリート（水酸

化カルシウムCa（OH）₂）は高いアルカリ性を持ち，図5

の下側の左向きの黄色の矢印のように，大気中のCO₂

と反応して，コンクリート表面から徐々に炭酸化され，

炭酸カルシウムCaCO₃に戻る。ただし，大気中の CO₂

濃度は0.04％と極めて薄いため，その炭酸化の速度

は極めて遅く，通常のコンクリートの場合，数十年でコ

ンクリート表面から数センチの深さまで炭酸化する程度

である。この現象が中性化であり，長い年月をかけて

炭酸化することから，コンクリートの溶脱などとも相まっ

てコンクリートの組織がポーラス化し，かつアルカリ性を

失うことで鉄筋が錆びやすくなるのが一般的である。な

お，大気中のCO₂濃度は0.04%と極めて薄いが，数

十年前から0.01%程度増えており，この程度の濃度の

増加であっても地球の温暖化をもたらしている。

　一方，CO₂吸収コンクリートに用いる特殊な混和材

は，水と反応せず，CO₂と反応して硬化するという特

徴を持つ。この特殊な混和材は，具体的にはγ型の珪

酸二カルシウム（C₂S）である。C₂Sには， 主にβ型とγ型

が存在する。通常のセメントの成分はβ型 C₂Sであり，

水と反応して水酸化カルシウムを生成し，硬化する。

それに対して，CO₂吸収コンクリートに用いる特殊な混

和材γ型のC₂S， γ-C₂S16,17）は，水とは反応せず，CO₂

と反応して硬化して炭酸カルシウムになるのである。図 

5の中央の斜左下向きの緑色の矢印のように，コンク

リート中にγ - C₂Sを混入して，それを数10％～80％程

セメント・コンクリート No. 904, June. 2022 

13 

セメント・コンクリート No. 904, June. 2022 

14 



 

 
図6　火力発電所の排ガスによる炭酸化養生

図7　CO₂-SUICOMの実構造物への適用事例

度のCO₂濃度の雰囲気下で養生することで，強制的

に短期間で炭酸化され，緻密な炭酸カルシウム

CaCO₃の硬化体が製造できるのである。コンクリート硬

化体は，図5に示すように，石灰石と同じ炭酸カルシ

ウムとなる。図6に示すように，CO₂-SUICOMでは，

実用化にあたって火力発電所の排ガスを用いて炭酸

化養生を行った。よって，CO₂-SUICOMは，CO₂か

ら製造すると言っても過言ではなく，二酸化炭素を資

源として循環させ，それを材料として工業製品を生み

出す，まさしく活炭素技術であり，カーボンニュートラル，

さらにはカーボンネガティブに寄与する技術である。な

お，作り出される炭酸カルシウムは，先述のとおり化学

的に安定しており，セメントを製造するように高熱を与え

ない限り，CO₂を放出することはほとんどなく，CO₂を確

実に固定化していると言える。今までに，境界ブロック，

舗装コンクリートブロック，コンクリート基礎，建築構造物

の天井パネル（鉄筋コンクリート），プレキャスト型枠など

に使われている。図7に，様々な部位に適用されてい

るCO₂-SUICOMの事例を示す。
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4．おわりに

　セメントは炭酸カルシウムから作られて多くのCO₂を

排出するが，残コンやコンクリートガラなどにCO₂を吸

収させて炭酸カルシウムを製造することや，コンクリート

にCO₂を吸い込ませてコンクリート中の特殊混和材と反

応させ，炭酸カルシウムを含んだコンクリートとすること

で，CO₂を削減することが可能である。特に，骨材に

これらの炭酸カルシウムを利用することができれば，大

幅なCO₂の削減が可能となり，コンクリートは造れば造

るほどCO₂を吸収する植物のような存在にもなり得る。

このように，炭酸カルシウムに還元することが CO₂削減

のためには極めて重要であり，その技術開発が今後ま

すます求められる。
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地上式 LNGタンクのコンクリート施工における
温度ひび割れ防止と暑中コンクリート対策

―沖縄電力株式会社　牧港ガスエンジン発電所新設工事― 
Prevention of thermal cracks and hot weather concreting countermeasure 

in concrete construction of aboveground LNG storage tank 
-Okinawa Electric Power Company, Makiminato gas-engine power plant construction-

宜野座　剛　　新垣　和人　　石川　智啓　　諸石　鉄二　　篠田　康人　　桜井　邦昭

1．はじめに

　沖縄電力では，電力供給の信頼度向上や環境への

配慮を目的に，沖縄県浦添市にある牧港発電所構内の

老朽化した牧港ガスタービン1号機（燃料：石油）の代

替として，発電出力45,000kWの牧港ガスエンジン発電

所（燃料：液化天然ガス）の建設を進めている（図1）。

　このうち，液化天然ガス（LNG）を貯留するための

燃料タンクとして地上式 LNGタンク（容量2,000t）を構

築する。地上式 LNGタンクの概要を図2に示す。基

礎版コンクリートは，外径22.9m，厚さ0.9m（中央部）， 

1.5m（外周部）の円形のスラブ部材であり，数量

500m³を一括で施工した。PC防液堤コンクリートは，

外径21.5m，厚さ0.45m，高さ19.31mの円筒形の壁

部材であり，1回の施工高さを1.2～3.71mとして6回

に分けて施工した。

図1　発電所のイメージ図

ぎのざ　たけし　／　GINOZA Takeshi
沖縄電力（株）　発電本部　発電部　発電企画グループ　マネージャー

しんがき　かずと　／　SHINGAKI Kazuto
同上　発電企画グループ　係長

いしかわ　ともひろ　／　ISHIKAWA Tomohiro
同上　発電企画グループ
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もろいし　てつじ　／　MOROISHI Tetsuji
（株）大林組　九州支店
沖電牧港 GE発電所工事事務所　副所長

しのだ　やすと　／　SHINODA Yasuto
同上　沖電牧港 GE発電所工事事務所

さくらい　くにあき　／　SAKURAI Kuniaki
同上　技術研究所　生産技術研究部
主任研究員　博士 (工学 )

図2　地上式 LNGタンクの概要図

　本工事のコンクリート施工では，PC防液堤コンクリー

トの液密性確保のための温度ひび割れの防止と，大

半のコンクリート施工が暑中期になることによる暑中コン

クリート対策が課題であった。

　本稿では，基礎版および  PC防液堤のコンクリート

施工で実施した温度ひび割れ防止対策と暑中コンク

リート対策，ならびにコンクリート施工の概要について

報告する。

2．温度ひび割れの防止対策

2-1.　温度ひび割れ対策の概要

　本工事の地上式 LNGタンクは，実際にLNGを貯留

する金属二重殻貯槽（内槽）とその外周に構築するPC

防液堤から構成されている。PC防液堤は，万が一，

内槽からLNGが漏洩した際に外部への流出を防止す

る役割を果たす部材である。このため，高い液密性が

必要であり，本工事の設計図書でも，ひび割れ指数

1.85以上（コンクリート標準示方書・設計編における「ひ

び割れを防止したい場合」のひび割れ指数）が要求され

ている。そこで，本工事では，以下の対策を講じた。

　① 材料・配合に関する対策

　沖縄県内での材料供給の容易さを踏まえ，セメントに

はフライアッシュセメントB種を用いた。そして，フライアッ

シュの長期的な強度増進効果を見込んで管理材齢は

写真1　1ロットの型枠組立とラス金網設置状況

56日に設定した。また，凍結融解作用を受けない地域

であること，および単位セメント量をできるだけ低減する

観点から空気量は2％とした。加えて，設計基準強度

が40N/mm²と高く，上記の対策を講じてもひび割れ指

数 1.85を満足できない部位（PC防液堤1および2ロット）

には膨張材を用いた。

　② 基礎版コンクリートとPC防液堤コンクリート1ロット

の同日打設

　PC防液堤コンクリートの下端である1ロットは，基礎

版コンクリートの外部拘束による影響を強く受けるため温

度ひび割れが生じやすい個所である。上記の材料・配

合面の対策を講じた条件で温度応力解析を行ったとこ

ろ，1ロットでは温度ひび割れを防止できない結果が得ら

れた。このため，1ロットは基礎版コンクリートと同日に打

設することとした。

　この場合，1ロットは浮き型枠となり，基礎版コンクリー

トとの接合個所に沈みひび割れが生じるリスクが懸念さ

れる。そこで，1ロットの施工高さを1.2mと低くして，型

枠内でのコンクリートの充塡状態が目視で容易に確認で

きる高さにするとともに，接合部にはラス金網を配置し

て，沈みひび割れの発生を防止することにした（写真1）。

2-2.　温度応力解析による検証

　前節で示した対策を講じた条件で温度応力解析を

行った。コンクリート配合は事前に試験練りを行い，所

要のフレッシュコンクリート品質および圧縮強度が満足で
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表1　温度応力解析結果 表3　コンクリート配合

表2　使用材料
きる配合を選定し解析に用いた。なお，スランプは配筋

条件や締固め作業高さを考慮し，基礎版および PC防

液堤1ロットは12cm，2ロット以降は18cmとした。また，

圧縮強度の変動係数は10％（割増し係数1.2）とし，配

合強度を設定した。

　選定した配合について断熱温度上昇試験，各材齢

での強度試験，自己収縮ひずみの測定等を行い，温

度応力解析における入力値に用いた。また，打設日は

施工スケジュールを踏まえて設定し，打込み温度は現場

近郊の過去の日平均気温データに5℃加えた値とした。

　解析結果を表1に示す。いずれの部位でも，目標と

するひび割れ指数を満足できており，施工に伴う温度ひ

び割れの発生を防止できると推測された。

３．暑中コンクリート対策

　表1に示すように，本工事では，大半のコンクリート

施工が打込み温度 25℃以上となる暑中期に計画されて

いた。特に，基礎版コンクリートおよびPC防液堤1ロッ

トは8月中旬，PC防液堤2ロットは9月下旬であり，場

合によっては日中のコンクリート温度が35℃を超えることも

想定された。暑中期ではコンクリートの流動性の低下が

生じやすく，圧送時の閉塞，充塡不良およびコールドジョ

イントの発生が懸念される。そこで，暑中期の施工では，

新たに開発した特殊混和剤を生コン工場で製造する普

通コンクリートに添加するだけで，流動性を長時間保持

できる新しい暑中コンクリート「サンワーク®」1）を適用した。

図3　スランプ経時変化（室内試験）

　適用に際しては，事前に暑中環境下を模擬した室

内試験および施工直前に実機試験を行い，効果を検

証した。以下にそれぞれの概要を示す。

3-1.　室内試験

　使用材料を表2，試験を行った配合を表3に示す。

実際に施工に供した材料および配合である。なお，PC

防液堤は2ロットに用いる配合を示している。室内温度

は36℃とし，特殊混和剤の有無で試験した。比較のた

図4　ブリーディング（室内試験）

図6　圧縮強度（室内試験）

め，特殊混和剤を用いない場合（以下，従来コンクリー

トという）は20℃でも試験した。

　図3に示すように，特殊混和剤を用いたサンワーク

は，36℃の高温下でも流動性を長時間保持できること

を確認した。また，20℃環境における従来コンクリート

と同様のブリーディング特性を有すること，許容打重

ね時間間隔を確保できること，圧縮強度は同等である

ことを確認した（図4～6）。

図5　許容打重ね時間間隔（室内試験）

写真2　実機試験状況

3-2.　実機試験

　基礎版コンクリートを対象に施工直前に実機試験を

行った（写真 2）。実機試験は7月下旬に行い，外気温

は37℃，コンクリート温度は34℃であった。なお，特殊

混和剤は生コン工場でのコンクリート製造時に他の材料

と同時に添加した。

　サンワークは，練上がりから150分間にわたり所要の

流動性を保持できること，打重ね時間間隔を3時間以

上確保できること等を確認した（図 7,8）。また，暑中期
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図7　スランプの経時変化（実機試験）

図9　圧縮強度（実機試験）

の屋外にて封緘養生した場合および 20℃水中で養生し

た場合とも特殊混和剤の有無による圧縮強度の違いが

生じないことも確認した（図9）。

　これらの結果を踏まえると，サンワークを用いることで，

暑中期の施工においても，流動性の低下に伴う初期欠

陥の発生を防止できると推測された。

４．コンクリート施工の概要

4-1.　基礎版コンクリート

　基礎版コンクリートの打設は8月中旬に行った。施工

状況を写真3に示す。コンクリートの施工は，一班当た

りの担当範囲を扇型の120°とした3班編成とし，中央か

ら外周に向かって打ち込む方法とした。1班当たりに作

業員6名，棒状バイブレータ3台を配置した。コンクリー

トポンプ車も3台配置した。また，仕上がり上面の均し

作業専用の作業員も別途配置した。

　コンクリートの1層当たりの打込み高さは，バイブレー

図8　ブリーディングと許容打重ね時間間隔（実機試験）

タにより十分に締固めが行え，また下層コンクリートと一

体化できるように約50cmとし，中央部は2層，外周部

は3層に分けて打ち込んだ。また，突発的なトラブルが

生じても，許容打重ね時間間隔(約3時間)以内に打重

ねできるように，打重ね時間間隔は最大2時間で計画し

た。施工時の日中の最高気温は35℃，荷卸し時のコン

クリート温度は33℃であった。

　施工時の品質試験結果を表4に示す。いずれの試

験項目とも目標とする範囲を満足できており，安定した

品質のコンクリートが供給できていた。また，施工に合

わせて，打重ね時間間隔をなし（一体で製作）と3時間

とした供試体を採取し，材齢 56日で圧縮強度試験を

行った。一 体で製 作した供 試 体の圧 縮 強 度は

35.5N/mm²，3時 間で打 重ねを行った供 試 体も

35.5N/mm²であり，3時間以内に打ち重ねることで一

体化したコンクリート部材が構築できることを確認した。

施工は特段のトラブルもなく順調に進捗し，約 6時間で

打込みを完了した。また，打重ね時間間隔の最大値

は約 2時間であった。

　基礎版コンクリートの打設後に，続けてPC防液堤 1

ロットを打設した。先述のように，基礎版コンクリートと

の接合個所に沈みひび割れが生じないようにラス金網

を設置した。また，あらかじめ基礎版コンクリートは天

端面まで打ち込み，締固めを行った後に1ロットを打設

した。そして，バイブレータによる締固めを十分に行い，

浮き型枠の下端からコンクリートが吹き上がるのを目視で

確認した。その後，吹き上がった余分なコンクリートを取
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（a）施工状況（開始直後） （b）品質試験状況 （c）打込み・締固め状況

（d）施工状況（途中） （e）施工状況の全景 （f）施工状況（完了）

写真3　基礎版コンクリートの施工状況

表4　荷卸し時の品質試験結果（基礎版）

り除き，再度基礎版コンクリートの上面を仕上げた。

　基礎版コンクリートおよび1ロットとの接合個所の脱型

後の状況を写真 4に示す。充塡不良，コールドジョイン

トおよび沈みひび割れは認められず，良好な仕上がりで

あった。

4-2.　PC防液堤コンクリート

　2ロットの施工状況を写真5に示す。施工は9月下旬

に行い，施工時の気温は33℃，荷卸し時のコンクリート

温度は34℃であった。

　コンクリートの打込みは，配管（150A）を防液堤の形

状に合わせて円周状に配置し，片側端部にコンクリート

ポンプのブームを接続して打ち込む方法とした。配管に

は3m間隔でシャッターバルブと打込みホースを設け，順

次打込み個所を移動させることで均等に打ち上がるよう

基礎版

PC防液堤 1ロット

写真4　基礎版と1ロットの接合箇所の仕上がり

にした。1層当たりの打込み高さは約50cmとし，8層で

打ち上げた。暑中環境であったが，サンワークの使用

により，圧送時の閉塞等のトラブルを生じることなく，約

7時間で打込みを完了した。脱型後に側面を確認したと

ころ，充塡不良やコールドジョイントは認められず，良好

な仕上がりであった。

　事前の温度応力解析により，最も温度ひび割れが

生じる可能性が高い（ひび割れ指数が最も小さい）と

推測された3ロット施工時に，部材中心部に温度計を

埋設しコンクリート温度の推移を計測した。計測結果

を事前の温度応力解析におけるコンクリート温度の解

析値とともに図 10に示す。コンクリート温度の計測値

の推移は，事前の解析値とほぼ一致していた。また，
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図10　部材中心部のコンクリート温度測定結果
［PC防液堤 3ロット］ 写真6　地上式 LNGタンクの構築状況

脱型後の側面を確認したところ温度ひび割れは認めら 参考になれば幸いである。

れなかった。 　最後に，本工事のコンクリートの配合選定および施工

に際しては，生コン工場（琉球生コン，てだこ建材），

5．おわりに セメントメーカー（琉球セメント）および混和剤メーカー（竹

本油脂）の方々に多大なるご協力をいただきました。記

　本稿では，地上式LNGタンクのコンクリート施工で実 してお礼申し上げます。

施した温度ひび割れ防止対策と暑中コンクリート対策の

概要を報告した。2022年2月時点でPC防液堤コンクリー

トの構築までを完了している（写真6）。引き続き，安全
［参考文献］

に留意しつつ，高品質な地上式 LNGタンクが構築でき 1）桜井邦昭，伊佐治優，齊藤和秀，大石卓哉／暑中期のコンクリート工
事の施工性を改善できる新しい暑中コンクリート「サンワーク」の開発，

るよう作業を進めていく所存である。本稿が類似工事の セメント・コンクリート，No.892，pp.28～33，2021.6
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解説／日本建築学会
「溶融亜鉛めっき鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造

の設計・施工指針・同解説」の概要 
An outline of AIJ Guide lines for design and construction of reinforced concrete 

buildings using hot-dipped galvanized rebars

兼松　学

1．制定の経緯

　2022年 3月に，日本建築学会より「溶融亜鉛めっき

鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造建築物の設計・施工

指針」1）（以下，亜鉛めっき指針と略）が発刊された。

本稿ではその制定の経緯と概要について紹介する。

　本指針に先立つこと40年，日本建築学会は1979

年に「亜鉛めっき鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造の設

計施工指針（案）」（委員長：岸谷孝一）を発表してい

る。当時は，河川砂の枯渇問題が顕在化する中で海

砂の利用拡大が進んできており，塩分が含まれる細骨

材への対策として溶融亜鉛めっき鉄筋（以下，亜鉛

めっき鉄筋と称する）の利用が模索されていた。前後

して竣工した三井金属鉱業の広島県竹原製煉所高煙

突（1977年竣工，写真 1）には，亜鉛めっき鉄筋がお

およそ300t使用されたが，学会メンバーも関わるなど，

利用に前向きであった当時の雰囲気が伺える。間を

置かず 1980年代になると，懸念されていた海砂に起

因する塩分問題が顕在化し，いわゆるコンクリートクラ

イシスと呼ばれる社会問題にまで発展した。そのため，

海砂の除塩が義務付けられ，さらにコンクリートの塩

分総量規制が導入された。いわゆる内在塩分対策が

かねまつ　まなぶ　／　KANEMATSU Manabu
東京理科大学　理工学部　建築学科　教授　博士（工学）

写真1　竹原製煉所高煙突（2017年撮影）

取られるに至り，事態は沈静化に向かう一方で，塩

害問題は外来塩分問題へと収斂していった。そのよう

な中で，1992年には沖縄海洋博公園内のマナティ館

に亜鉛めっき鉄筋が採用されるなどしたが，依然とし

て国内における建築物への適用は一部の地域に限定

されていた。

　2000年代に入り，脱炭素化社会および資源循環型

社会の構築の動きが加速する中で，建築物の長寿命

化の重要性はますます高まっており，中でも鉄筋コンク

リートの物理的寿命（経年劣化によって構造安全性・

使用性に支障を来す状態）を決定する鉄筋の腐食を

写真2　溶融亜鉛めっき鉄筋の例

図1　亜鉛めっき皮膜の断面組織の SEM画像 1）

抑制するための一方策として，亜鉛めっき鉄筋の利用 筋に用いられるのは後者である。一般的な亜鉛めっき

が期待されるようになってきた。 鉄筋の製造工程では，調達・受入した鉄筋に対して

　このような背景を受けて，日本建築学会では  2016 前処理・めっき工程が施され，検査・仕上を経て出

年から「亜鉛めっき鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造の 荷されるが，その工程は，JIS H 8641：2021（溶融

設計施工指針（案）」の改定作業を開始し， 2022年の 亜鉛めっき）およびJIS H 0401：2021（溶融亜鉛めっ

発刊に至った。検討開始から発刊まで 6年の月日を要 き試験方法）によって品質が確保されている。一方，

したのにはコロナ禍の影響もあるが，むしろ，当初か 亜鉛めっき鉄筋としての品質は，国際的には ISO 14657

ら課題として挙げられていた，亜鉛めっき鉄筋の付着 （Zinc-coated steel for reinforced concrete：2005）

性能の評価と構造耐力への影響の把握，それらの知 で標準化され，アメリカやオーストラリア，欧州各国な

見に基づく構造設計法の構築，亜鉛めっき層の腐食 どでもすでに規格化されているが，わが国の JISとし

速度予測を加味した耐久設計手法の構築，加工時・ ては未整備である。そのため，本指針では，亜鉛めっ

施工時に生じる欠陥の検査方法・補修方法の規定な き鉄筋の品質確保に関する技術情報は十分に整備さ

どの吟味に時間を要したためである。委員会メンバー れているとしたうえで，加えて（一社）日本溶融亜鉛鍍

を中心に，理論的・実験的な検討が行われ，十分な 金協会「亜鉛めっき鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造の

議論が尽くされたうえでの発刊となった。 設計施工マニュアル  2016」の外観判定基準および

JIS H 8641：2021（溶融亜鉛めっき）箇条 7.2（外観）

2．亜鉛めっき鉄筋について を参考とした外観判定基準を規定しており，これらに

従うことで十分かつ確実な品質確保を行うことが可能

　溶融亜鉛めっき鉄筋（写真 2）は，鉄筋の表面に純 であるとしている。

亜鉛層と合金層からなる亜鉛めっき皮膜を形成させた 　亜鉛めっき鉄筋は，いうまでもなく鉄筋を腐食から護

鉄筋のことで，一般に亜鉛めっき鉄筋あるいはめっき るいわゆる防食鉄筋に位置づけられ，塩害対策を中心

鉄筋などと称されている。亜鉛めっき加工には電気 とした耐久性向上を意図して用いられる。母材である

めっき法と溶融亜鉛めっき法があるが，亜鉛めっき鉄 鉄筋を護る亜鉛めっき皮膜は，図1に示すように純亜
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表1　亜鉛めっき指針の構成

1章 総則

2章 設計

3章 コンクリートの種類・品質・材料・調合および工事

4章 鉄筋工事

5章 品質管理・検査

付1
JASS5M-801：2022 溶融亜鉛めっき鉄筋補修用
高濃度亜鉛末塗料の品質基準

付2 溶融亜鉛めっき鉄筋に係る規格の比較について

付3 国内の溶融亜鉛めっき鉄筋の施工実績

付4 海外における溶融亜鉛めっき鉄筋の使用事例

付5
溶融亜鉛めっき鉄筋の鉄筋コンクリート造への
応用に関する技術の現状

鉛層（η［イータ］層）と合金層（ζ［ツェータ］層，δ1［デルタ

ワン］層）から構成される。亜鉛めっき鉄筋の防食効果

は，このち密な亜鉛めっき皮膜による劣化因子の遮断

効果に加え，鉄筋が腐食環境に置かれたさいに母材

の腐食に先立ち純亜鉛層が腐食する犠牲防食効果に

よると考えられている。そのため，亜鉛めっき皮膜厚さ

の確保が重要であることは言うまでもない。本指針では

上述したJISなどに従った場合の一般値として77μmか

ら166μmの厚さが示されている。

　一方，亜鉛めっき鉄筋を用いる際の懸念のひとつと

して，亜鉛は両性金属であるため，コンクリート中など

アルカリ環境下においてめっき層が比較的早期に消失

してしまう可能性があることが挙げられていた。しかし

ながら，これまでの研究では，硬化前のコンクリート内

でこそアルカリ環境でOH -イオンと反応し，pH が高い

ほど反応速度が速くなるが，その減少量も約 5～10μ 

m 程度にとどまることが明らかとなっている。また，硬

化後はセメント中のCa 2+イオンが亜鉛と反応し，H₂O 

および OH -との化合物としてCa（Zn（OH）₃）₂・2H₂O 

（Calcium HydroxyZincate ：CaHZn）と呼ばれる不

動態皮膜を形成し，反応速度は顕著に低下し安定す

る。加えて，冒頭で紹介した竹原製煉所大煙突の耐

久性調査においても，40年にわたりアルカリ性が維持

された環境下においても亜鉛めっき鉄筋は健全で，

長期供用下において亜鉛めっき皮膜がアルカリ環境に

よって損傷を受けないことが確認されている。以上よ

表2　亜鉛めっき鉄筋指針改定小委員会

主査 野口貴文

幹事 鹿毛忠継，兼松学

小野里憲一，親本俊憲，齊藤亮介，酒井正樹，陣内浩，
委員 仲松庸一郎，濵﨑仁，福山智子，松下哲郎，向井智久，

山田義智，渡会竹志

協力委員 村上慶弘，崔烘福，平川剛

り，アルカリ環境下における使用が実用上問題ないと

判断した。

3．亜鉛めっき指針の特徴

　2022年版亜鉛めっき指針の構成を表1に，担当し

た「亜鉛めっき鉄筋指針」改定小委員会のメンバーを

表2に示す。

　亜鉛めっき指針の特徴のひとつは，1979年版の当初

より指針の範疇に設計，特に構造設計が含まれている

ことで，日本建築学会の材料施工委員会が所掌する指

針類の中では珍しい構成となっている。今回改定にも2

章において「設計」が規定され，構造設計および耐久設

計のふたつの設計法について定められている。これは，

たかだか百数十μmとはいえ，鉄筋表面に別組織を付

着させた亜鉛めっき鉄筋について，付着特性などの力

学特性が普通鉄筋と相違ないか疑われるのは当然のこ

とで，1979年版の亜鉛めっき指針のさいにもわざわざ設

計の章を設けてその機械的性質の変わらないこと，許

容応力度や許容付着応力度に差異はないことについて

触れていた。今回改定においても，改めてその構造性

能に及ぼす影響を確認し，耐久設計とならんで構造設

計の項が定められている点が特徴である。

4．亜鉛めっき指針の概略

　本章では，亜鉛めっき指針の各章で重要と考える

点について概説する。

4-1.　設計・施工上の留意事項

　1章 1.3では，亜鉛めっき鉄筋の設計・施工上の留
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図2　亜鉛めっき鉄筋と普通鉄筋を用いる柱張り部材の配置計画の例 1）

図3　図 2(c)の側柱の配筋詳細図 1）

意事項について規定している。その中でも，制定の

直前までに議論になったのが，異種金属との接触をど

のように考えるかであった。異種金属と亜鉛めっき鉄

筋が接触した場合，亜鉛めっきが先行して腐食し，思っ

た性能が発揮できなくなることが懸念されるためであ

る。そのため，本指針では異種金属との直接の接触

は原則避けることを規定した。実際の鉄筋コンクリート

造建築物では，例えば金属製の各種配管やボックス，

埋め込み金具など，他の金属類が埋設される場合が

想定されるため，上記原則に従いこれらとの接触の可

能性がある部位には，絶縁または亜鉛めっき加工する

ととしている。

　その一方で，建築物への亜鉛めっき鉄筋の適用を考

えた場合，現実的には特に腐食環境の厳しい部位にの

み亜鉛めっき鉄筋を適用し，その他を普通鉄筋とする

方法が合理的な場合が想定される。そのため，普通

鉄筋との接触が想定される場合には，付着に影響を与

えないことを前提に，絶縁するかまたは隙間をあけるこ

ととした。ただし，部材の接合部などで接触が避けられ

ないような部位においても，部材表面から100㎜以内に

接触部位を設けないこととしている。具体的には，図2

に示すような配置計画を想定したうえで，亜鉛めっき鉄

筋を用いた部材は本指針に従って耐久設計する一方

で，普通鉄筋を用いた部位や普通鉄筋と混用した部

位には，従来の普通鉄筋を想定した耐久設計手法2）を

適用することを規定している。さらに，具体的な配筋例

を示すなどして，混用する際の留意事項を詳細に規定

している（例えば図3）。
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図4　鉄筋コンクリート造建築物の 図5　亜鉛めっき厚さ減少速度と
耐震設計に関する計算フロー 1） 塩化物イオン量の関係 1）

4-2.　構造設計 着割裂の検討は，普通鉄筋ではせん断に対する終局

　2章 2.2では，亜鉛めっき鉄筋を用いた場合の構造 強度の検討を行うことによって省略できるが，「溶融亜

設計について規定している。 鉛めっき鉄筋を用いた構造部材においては，上記の検

　一般的な構造設計は，一次設計と二次設計にわけ 討を行ったとしても付着割裂の検討を省略できない実

て行われる（図4）。一次設計は，全ての建築物に適 験結果が確認されている」として検討事例を紹介したう

用されるもので，建築物に常時作用する，および供 えで，コンクリートの圧縮強度を大きくする， 2段配筋と

用期間中に数回程度遭遇する可能性のある荷重・外 しつつ主筋径を小さくすることにより付着信頼強度を確

力に対して，使用性，損傷制御を確保する目的で行 保するといった対策が示されている。実際のコンクリー

われる。二次設計は主として大地震に対して安全性 ト強度を想定した場合，前者はほぼ満たされていると

の確保を目的として建築物の規模に応じて適用するも 考えられており，今後の実証的な検討を積み重ねるこ

のであり，高さに応じて 3つのルートが設けられている。 とで技術情報の確度を高めていくことが望まれる。

なかでも亜鉛めっき鉄筋の利用は，ルート1・2が想

定されており，主として壁量が多い中低層の鉄筋コン 4-3.　耐久設計

クリート造建築物を対象としていることから，鉛直部材 　2章 2.3では，耐久設計について規定している。

の断面積に基づき耐震強度を検討し，所要の耐震性 　ここでは一般環境および塩害環境の両者を扱って

能を確保することが求められる。 いるが，その根底には，日本建築学会の「鉄筋コンク

　本指針では「建築物の構造安全性確保のための検 2）リート造建築物の耐久設計・施工指針・同解説」

討において，原則として本会 RC規準等を用いて確 の考え方が採用されている。一般環境下における耐

認する。大地震において構造部材の付着割裂のお 用年数は、耐久設計基準強度を 24N/mm²以上とし

それがないことが明らかな場合を除き，通し配筋され たうえで，  100年以上を標準とすると規定している。

た溶融亜鉛めっき鉄筋を有する構造部材の付着割裂 その一方で，塩害地域では  65年以上を標準とし，

の検討は別途行うものとする。」としており，従来の普 対応する耐久設計基準強度を定めている。ここで，亜

通鉄筋と同様に運用できることを示している。しかしな 鉛めっき鉄筋の設計限界状態は，母材の腐食状態を

がら，通し配筋された通常の RC造の柱や梁部材の付 基準に定義することとしている。すなわち，亜鉛めっき

図6　亜鉛めっき厚さ減少速度と塩化物イオン量の関係 1）

表3　重塩害環境，塩害環境，準塩害環境の各環境下における設計かぶり厚さの最小値（単位：mm）

セメントの種類
耐久設計

基準強度 N/mm²
重塩害環境下の

設計かぶり厚さの最小値
塩害環境下の

設計かぶり厚さの最小値 

準塩害環境下の
設計かぶり厚さの最小値

39 70 60 40 

36 - 70 50 

普通ポルトランドセメント 33 - - 50 

27 - - 60 

24 - - 70 

39 50 40 40（30） 

高炉セメント
B種担当 

36 50 40 40（30） 

33 60 50 40 

27 70 60 40 

24 - - 50

39 ７０ 60 ４０ 

フライアッシュセメント
B種相当 

36 - 60 50 

33 - 70 50 

27 - - 60 

24 - - 60

皮膜が一定量酸化して消失し，普通鉄筋と同様にむ

き出しとなった母材が，全体の 20％を超えて腐食状態

に達した時点を設計限界状態とすることとしている点

がポイントである。この亜鉛めっきの減耗程度の評価

にあたっては，実環境下において実測された塩化物

イオン量と亜鉛めっき鉄筋の腐食速度の関係（図5）を

用いるとともに，実際の亜鉛めっき厚さのばらつきを考

慮して，信頼性設計に基づき耐用年数を求めている。

※（ ）は非構造部材の設計かぶり厚さの最小値

図6に亜鉛めっき鉄筋の腐食予測方法のフローチャー

トを示す。

　その結果，亜鉛めっき鉄筋を用いた建築物におい

て，設計耐用年数が 65年の場合の屋外側の腐食環

境にある部位・部材の設計かぶり厚さを，重塩害環

境，塩害環境，準塩害環境の環境区分に応じて，

表3のとおりに定めている。これらは，日本建築学会の

JASS 5などの標準仕様書などではフォローできなかっ
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た強度範囲とかぶり厚さの範囲であり，既存技術を補

完する提案となっている。

4-4.　鉄筋工事および品質管理・検査

　4章では鉄筋工事，5章では品質管理・検査を規

定している。

　いずれも，JASS 5によることを基本としており，亜

鉛めっき鉄筋が普通鉄筋を用いたコンクリート工事と同

様に運用できることを示している。ただし，鉄筋の加

工や組み立て時には，鉄筋の径や曲げ半径などの加

工条件により損傷が生じる場合があることが知られて

いる。そのため，このようにやむを得ず生じてしまう損

傷に対する補修方法として，高濃度亜鉛末塗料を用

いた補修方法を規定した。ただし，高濃度亜鉛末塗

料の品質については，JISなど既存の規定がないこと

から，改めて「JASS5M-801：2022 溶融亜鉛めっき

鉄筋補修用高濃度亜鉛末塗料の品質基準」を学会規

定として定め，付録として収録している。

土木学会賞決まる
　5月16日，土木学会（谷口博昭会長）は令和3年度

の土木学会各賞の受賞者を発表した。

　このうち土木工学の進歩，土木事業の発達，土木

学会の発展に顕著な功績があると認められた個人に贈

られる功績賞は上田多門氏（深圳大学特聘教授,北海

道大学名誉教授），二羽淳一郎氏（東京工業大学名

誉教授）ほか11名が受賞した。

　また，主な各賞受賞者・団体は以下の通り（順不同・

敬称略）。

技術賞　Ⅰグループ

デジタル技術を活用した技術伝承によるダムコンクリート

5．まとめ

　本稿では，日本建築学会の亜鉛めっき指針の制定

の経緯と概要について紹介させていただいた。

　40年ぶりの改定となったが，その内容は計画的・

構造的内容までを網羅するとともに，既存のJASS5や

耐久設計の枠組みと調和した実務的内容となってい

る。近年，低炭素化社会を見据えてさまざまなコンクリー

トが開発される中で，腐食に対する抵抗性を高めるこ

とのできる亜鉛めっき鉄筋が，実務範囲において選択

肢に加わることは非常に意義深く，本指針がわが国の

鉄筋コンクリート造建築物の一層の高耐久化に資する

ことが期待される。

［参考文献］

１）日本建築学会／溶融亜鉛めっき鉄筋を用いた鉄筋コンクリート造の設
計・施工指針・同解説，2022.3

２）日本建築学会／鉄筋コンクリート造建築物の耐久設計・施工指針・
同解説，2016.7

打設効率の向上（椛川ダム本体建設工事）（香川県河

川砂防課，大成・飛島・村上特定建設工事共同企

業体）　他13件

同　Ⅱグループ

常磐自動車道４車線化事業の完成（東日本高速道路

（株）東北支社，同仙台工事事務所，同いわき工事事

務所，同いわき管理事務所）

復興道路・復興支援道路（東日本大震災からの復興

のリーディングプロジェクト）（国土交通省東北地方整備

局道路部，青森河川国道事務所，岩手河川国道事

務所，三陸国道事務所，南三陸沿岸国道事務所，

仙台河川国道事務所，福島河川国道事務所，磐城
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国道事務所）　他 10件

環境賞　Ⅰグループ

現場打設型ジオポリマーコンクリートの開発（株）大林

組，ポゾリスソリューション（株），日本製鉄（株））　他4件

同　Ⅱグループ

石炭灰造粒物による沿岸域の水底質環境改善プロジェ

クト（中国電力（株），中国高圧コンクリート工業（株），広

島大学）　他1件

論文賞

ハーフプレキャストRC構造の接合面における接合鉄筋

のせん断力－ずれ変位関係（高橋良輔，島 弘，松岡

智，土屋智史）　他7件

論文奨励賞

完全非破壊によるコンクリート内部鉄筋の腐食速度評価

法の提案（金光俊徳）　他7件

吉田賞　研究業績部門

武若耕司／（一社）構造物診断技術研究会，鹿児島

大学名誉教授「コンクリート構造物の耐久性評価ならび

に維持管理システムの構築」

横田　弘／（一財）沿岸技術研究センター「港湾・海岸

コンクリート構造物のライフサイクルマネジメントに関する

研究」

同　論文部門

炭酸化したセメント系材料におけるCO₂固定量の評価

手法および物性変化に関する研究（取違　剛，横関康

祐，吉岡一郎，盛岡　実）

曲げひび割れが生じた鉄筋コンクリート内のアンカーの地

震時履歴特性に関する実験的研究（永田聖二，松尾

豊史，両角浩典，大友敬三）

屋外における環境作用がコンクリートの乾燥収縮に及ぼ

す影響に関する共通暴露試験と数値解析による検討

（蓑輪圭祐，下村　匠，川端雄一郎，藤井隆史，富

山　潤）

同　吉田研究奨励賞

横山勇気／京都大学「水分浸透抵抗性に対する養生

効果の持続性と炭酸化の進行の停滞現象の解明」

五十嵐　豪／東京大学「セメント系材料の再吸水時の

膨潤挙動に関する基礎的研究」

中山一秀／東京工業大学「電気化学的補修と表面保

護工法の併用による鉄筋コンクリート構造物の補修効果

の評価手法」

田中賞　業績部門

丸山久一／長岡技術科学大学名誉教授「コンクリート橋

の耐震設計・耐震補強と新素材（FRP）による補強に関

する研究」　他4件

同　論文部門

定着部付近におけるケーブル破断がPC箱桁橋の耐荷

性能に及ぼす影響（吉田英二（（国研）土木研究所），

大島義信（（株）ナカノフドー建設），石田雅博（（国研）

土木研究所），山本貴士（京都大学），服部篤史（京

都大学），高橋良和（京都大学））　他2件

同　作品部門　改築

蓼野第二橋（下り線）の床版取替（企業者：西日本高

速道路（株），設計者：三井住友建設（株），施工者：

三井住友建設（株），（株）日本ピーエス共同企業体）

他1件

同　技術

防水層にUFCを用いたプレキャストPC床版（UFC複合

床版）（開発者：東日本高速道路（株），（株）大林組

代表的な構造物：初適用 東北道宮城白石川橋上り線

（宮城県・2020 年），適用事例数 東北道塩川橋下り

線，大平橋下り線，斉川橋上下線など5例

技術開発賞

トンネル覆工コンクリート自動施工ロボットシステムの開発

（山本将(清水建設（株）），谷村浩輔（清水建設（株）），

久保田潤（西日本高速道路（株 ），山中慎也（西日本高

速道路（株）），大久保常秀（岐阜工業（株）），

プレート定着型鉄筋を用いたプレキャスト床版接合構造

（Head-barジョイント®）の開発（川口哲生（大成建設

（株）），武田均（大成建設（株）），島﨑利孝（大成建

設（株）），高嶋光俊（大成建設（株）），趙唯堅（浙江

大学））　他5件

　なお，授賞式は6月10日に開催された定時総会の席

で行われた。
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宇野　洋志城

　今から20年ほど前，私が岡山県苫田郡の

ダム現場へ赴任を機に淋しさを紛らわすために

岡山市のペットショップでミシシッピーアカミミガメ

（縁日で売っている通称ミドリガメ）を買ったのが

すべての始まりでした。自分の幼い頃は実家の

犬と相性が悪く，ペットを飼う人の気持ちがわ

かりませんでしたが，岡山の奥地で気持ち良さ

げに泳ぐカメを見て心安らいだ瞬間，私のペッ

ト魂に火が付きました。犬猫よりもヌルヌルツルツ

ルした爬虫類や両生類が好きだった私にとって

最高の癒しとなり，ダム現場から技術研究所に

異動する時にはカメ２匹の他にポリプテルス（ド

ジョウもどき）２匹が仲間に加わりました。ポリプ

テルスは短命でしたが，カメは甲長 20㎝を余

裕で超えて令和まで生き続けました。

　その後，カメでは飽き足らず，メキシコサラ

マンダー（通称ウーパールーパー），スッポンモド

キ（別名ブタバナガメ），チョウザメ（海のサメと

は別系統），レッドテールキャットフィッシュ（アマ

ゾンのナマズ）と個体が大きくなり続けたのです

が，水棲生物が巨大化すると当然のことながら

水の汚れが激しく手入れも簡単に済まなくなりま

した。そんな時期にペットショップで出会ったの

がグリーンイグアナでした。最初のお目当てだっ

たリクガメは動きがイマイチ，それに比べてグ

リーンイグアナが好印象だったので,即決でわが

家にグリーンイグアナがやって来たのです。南

米エクアドル出身ということもあり，プロレス好き

の家内と相談して強くて大きくなるように『アント

ニオ』と命名しました。初めは胡瓜と同じ長さと

細さでしたが，どんどん大きくなって体重は５

kg，体長は尻尾を含めて２ｍ近くになりました。

　ところで，皆さんはグリーンイグアナの絵を描

けますか ?コモドオオトカゲやカメレオンと混同し

ている方が多いようで，大概似ていません。外

見の特徴は頭から尻尾にかけて生えているクレ

ストと呼ばれるたてがみ状の鱗と顎下にある

デュラップと呼ばれる皮膚のたるみです。舌は

ヘビのようにチロチロと動く割れ舌ではなく，カ

メレオンのようにビョーンと伸びません。勘違い

されている方が多いのですが，食事は完全草

食で餌は小松菜，チンゲン菜，モロヘイヤなど

の青物野菜が好物（冷凍ネズミやワームといっ

た気持ち悪い生餌ではありません）です。鉄分

の多いホウレン草は駄目ですが，キャベツやレ

タスも人が捨てる外側の部分を食べてくれます。

私のことを餌やり係と認識している

のか，私にしか餌を要求しないの

が妙に嬉しかったです。

　ところが，面白いことに庭のシロ

ツメクサを貪り食うようになってから

は餌代がかからない代わりに餌やり

係の特権も失われてしまいました

（残念！）。食事を終えると勝手に

ケージに戻る時もありましたので,本

当に良い子でした。「癒しというの

はコレかぁ」と家内に言って呆れら

れるのが常でした。唯一の欠点は,

爪が鋭いことでした。私の身体に

登り降りする際に爪が食い込み，

興奮気味になる春先など少し暴れ

るので物凄い引っ掻き傷が絶えな

い時期もありました。ですが，そん

な彼も2018年６月１日に永眠してし

まいました。15～ 20年生きると言われていまし できました。最終的に成体まで成長したのは１

たが，残念ながら 11年でお別れでした。カメ 匹だけでしたが，現在は単身赴任先でアカハ

から始まった水棲生物とのお別れにはなかった ライモリ３匹とシリケンイモリ２匹と同居していま

ペットロスを初めて経験しました。 す。ちなみに ,食いちぎられて前足が根元から

　年齢を考えて，グリーンイグアナを飼うのは諦 無くなったイモリは骨から再生する！というビックリ

めましたが，心にポッカリ開いた穴を埋めるには 能力を目の当たりにしました。人間もこれくらい

再びペットを飼うしかないと決めて次に選んだの の再生力が欲しいなぁと思う今日この頃です。

がイモリでした。再び水棲生物に戻りましたが， 　ペット万歳 !

個体が小さいので水替えが簡単に済んで助か

ります。予期せぬ産卵にも巡り合い，小さな卵

から生まれた幼体に足が生え始め，徐々に鰓 ［うの　よしき／

（エラ）がなくなって成体に変化する様子を観察 佐藤工業（株）　技術センターSOU　副センター長］
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日本コンクリート工学会
「3Dプリンティングによるコンクリート構造物構築に

関する研究委員会」成果報告 
Progress report, “Technical Committee on construction of concrete structures based on 

3D printing technologies with cementitious materials” in Japan Concrete Institute

石田　哲也　　木ノ村　幸士　　石関　嘉一　　小川　洋二　　齋藤　賢　　国枝　稔

1．はじめに

　3Dプリンティング技術を建設分野に応用し，コンクリー

ト構造物の建設生産システムに革新をもたらす技術開発

が海外で精力的に進められている。本技術は型枠不要

で様 な々形状を直接製作できることから，省力化や工期

短縮等の生産性向上のみならず，構造最適化による設

計の合理化や軽量化，多様なニーズに応える高付加

価値な技術やサービスの提供に発展する可能性を秘

めている。

　海外ではRILEM，ACIなどの学会活動が活発で，

研究開発も様々に進められており，すでに実構造物に

適用した事例も多数見られるようになってきた。このよう

な状況に対し，わが国の取組みは出遅れが懸念されて

きた。そこで，建築，土木，材料分野の知見を統合し，

効率的かつ体系的な技術発展と水平展開を図ることを

目的に，2018年度に本研究委員会の前身となる「3Dプ

リンティングのコンクリート構造物への適用に関するFS委

員会（委員長：丸屋剛）」が設置された1）。1年間の

Feasibility Studyの後，その成果を引き継ぐ形で本

研究委員会が発足し，より発展的な活動を展開した。

委員構成を表1に，活動概要を図1に示す2）。

　各 WG活動を中心として実用化の足掛かりとなる技

術基盤の整備を進めるとともに，従来のコンクリート工

学の枠にとらわれない新たな可能性を創造し，次世代

コンクリート技術としての情報発信や動機付けを提供す

ることを目的として，講演会やワークショップを積極的に

開催するなどの試みを行ってきた。昨年 11月には最終

成果として研究委員会報告書3）を発刊し，オンラインに

よる報告会を開催した。報告会には約 150名の参加が

あり，成果報告に加え，国内外の著名有識者による

講演，最後に総括として参加者を交えた双方向の自由

討議を行った。本稿では，本研究委員会の活動およ

び成果概要を報告する。

いしだ　てつや　／　ISHIDA Tetsuya
東京大学大学院　工学系研究科社会基盤学専攻　教授　博士（工学）

きのむら　こうじ　／　KINOMURA Koji
大成建設（株）　技術センター　博士（工学）

いしぜき　よしかず　／　ISHIZEKI Yoshikazu
（株）大林組　技術本部技術研究所　博士（工学）
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おがわ　ようじ　／　OGAWA Yoji
太平洋セメント（株）　知的財産部　博士（工学）

さいとう　かなめ　／　SAITO Kaname
日本シーカ（株）　技術研究所　博士（工学）

くにえだ　みのる　／　KUNIEDA Minoru
岐阜大学　工学部社会基盤工学科　教授　博士（工学）

図1　活動概要（活動期間：2019.4 ～ 2021.6）

表1　委員構成

2．3Dプリンティング技術の概要 2-1.　材料押出方式（Material extrusion）

　材料を押出しながらノズル位置や速度を正確にデジタ

　Additive manufacturing（付加製造）は，材料を付 ル制御し，一層ずつ積層を繰り返して造形する方式で，

加することで所定の形状を製造する方法であり，本研 3DCPの大部分がこの方式を採用している。積層中や

究委員会のテーマであるセメント系材料を用いた 3Dプリ 積層後に作用する上部自重に対し速やかに抵抗しなけ

ンティング（以下，3DCP：3D Concrete Printing）はこ ればならないが，層間がコールドジョイントとならないよう

こに含まれる。以下に，建設用途で開発が進む付加製 水和の進行を制御する必要がある。本方式は，比較

造について方式ごとに概要を示す。 的速い速度で自由な形状を作ることができ，工法的にも
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オンサイトへ適用しやすい。一方で，積層と同時に鉄筋

補強することは難しく，従来の鉄筋補強に代わる引張補

強技術を組み合わせる必要がある。

2-2.　粉末床結合方式（Particle-bed binding）

　薄層状にセメント系材料を敷き詰め上部から水もしくは

結合剤を噴射（注入）し，選択的に固化させる方式，あ

るいは，薄層状に砂等の骨材を敷き詰めセメントペース

トを注入する方式などがある。他の方式に比べ，解像

度が高くより微細な造形が可能であること，また，未固

結の粉末（対象物を製作する上で選択的に固化させな

い部分）が上層のサポート材の役割を果たすことで，中

空形状や狭隘で複雑な形状を製作することができる。

一方で，プリントに多大な時間を要すること，プリント後

には未固結の粉体を取り除く手間が必要となることか

ら，規模が大きくなるほど経済性の観点から不利となる。

2-3.　吹付方式（Material jetting）

　ロボットアームの先端に吹付システムを搭載した3DCP

の開発も進んでいる。利点としては，スピードが速く，様々

な形状や用途に対応できること，また，加圧して吹き付

けるため，材料押出方式の積層に比べ密度が高く，圧

縮強度や曲げ強度が向上すること，積層方向と載荷方

向の関係による曲げ強度の異方性が小さく実用的であ

ることが挙げられる。一方で，品質を確保するには，吹

付の移動速度，対象物との距離や角度，吹付流量等

のプロセス管理に加え，材料のレオロジーコントロールを

細かく適切に行う必要があり，これらの制御管理が非常

に難しい。

3．他産業における3Dプリンティングの
活用と状況分析

3-1.　活用事例

　他産業において，3Dプリンタの活用事例が拡大して

いる。その範囲は多岐にわたり，使用材料も多種多様

である。そこで，本研究委員会では，以下の13の分

野（1：自動車，2：鉄鋼・硝子，3：電力・エネルギー，

4：軍事，5：造船，6：通信・鉄道，7：医療，8：食品，

9：衣料・スポーツ，10：農林水産，11：航空機，12：宇宙，

13：ホビー・アート）を対象に，3Dプリンティングの活用

状況について文献調査を行った。ここでは誌面も限られ

るため，医療，および航空機分野について代表的な活

用事例を示す。

　（1） 医 療

　3Dプリンティングは，ごく少量の多品種製品を比較的

低コストで造形できるため，個々の身体的特徴に考慮が

必要な医療分野への活用に適している。現状，医療

分野への適用事例は幾つかの階層に分類できる。

　手術計画のための模型の製作は，すでに幅広く実施

されている。X線 CTやMRIなどの検査画像から3Dプ

リンティングにより臓器や血管・腫瘍の位置が正確な臓

器モデルを作製し，手術計画の事前検討や医療従事

者の手技の向上などに活用されている。

　また，患者の身体に直接取り付けるという活用方法

としては，義手・義足，インプラントなどがある。これ

らの製品には，高い成型性が求められると同時に強度

や触感，重量などが重要な指標となる。

　身体内に埋め込まれることを想定した用途としては，

眼内レンズや人工骨，あるいは骨の自己再生を促す胚

（はい）などがありこれらの一部も実用化されている。人

工臓器についても開発が進められており，そのうち人工

血管については移植の実施事例がある。

　製薬の分野では，複数の医薬品有効成分を組み合

わせた錠剤形態の医薬品をプリントする技術が実用化さ

れている。これにより，複数の薬品を個々の患者に適し

た1つの錠剤にまとめることができ，複雑な処方管理の

簡略化につながっている。

　（2） 航空機

　航空機分野では，3Dプリンタを用いて製造された部

品が航空機に搭載されている事例が複数存在する。

　例えば，その特徴的な事例として，新型航空機エン

ジンの燃料ノズルの開発が挙げられる。航空機に最も求
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められる性能は燃費の良さであり，エンジンの燃料ノズ

ルは低燃費を実現する鍵となる。従来，燃料ノズルは

複数の金属部品を溶接やロウ付けして製造されるが，

常に高温に曝され振動する過酷な環境下で高い耐久性

を満たす設計を求めると，重量の増加や燃料効率の低

下は避けられなかった。この課題に対し，複雑な形状

でも一体造形できるレーザー式金属3Dプリンタを活用し

た。従来は20個だったパーツを一体として同一材料で

構成することで，耐久性を大幅に向上した。また，溶

着個所が大幅に減ることで，強度が従来の5倍となっ

た。さらに，必要以上の強度や厚みを持つ部分を薄肉・

軽量化し，燃料や空気流路を自由に変更することで燃

料効率も大幅に向上した。結果，部品点数の大幅削

減による3割の製造コストの削減，さらには軽量化と燃

料効率向上によって1機あたり年間 160万ドルの燃料

費の削減を達成している。

　一方，航空機業界で3Dプリンタの積層部品の適用

が進んだ背景として，積層造形の品質保証に関する

取り組みが挙げられる。製品の品質保証とは製品の機

能保証であり，部品においては寸法精度，強度など

の規格に落とし込まれている。航空機に関連する3D

プリンティング部品の製造や適用申請，許認可を積極

的に後押しするため，積層造形材料（素材）の環境試

験結果や設計諸元を満たすための造形プロセスがデー

タベース化されWeb上で公開されている。このような事

業者および許認可機関での基盤データの共有や許認可

プロセスの構築により，航空機における3Dプリンティング

部品の実用化が進んでいる。

3-2.　3Dプリンティングの活用によるメリット・

デメリットおよび活用法

　3Dプリンティングの活用のメリットとして，例えば，自

動車や鉄鋼，エネルギーなど使用する部品点数の多い

産業では，金型製作の縮減や省略により，コスト削減

や製造時間の短縮，生産性向上に寄与している。また，

開発期間の削減や部品点数の減少などもあり在庫管理

等も削減されている。航空機，宇宙，医療など多品種

で個々の製造点数が少ない産業では，部材を一体造

形することで，接合部の破損リスクの低減や耐久性の

向上，軽量化に寄与している。また，多品種少量生産

に柔軟に対応できるその特徴から，コスト削減にも寄与

している。

　一方，デメリットとしては，初期投資や人材教育の必

要性，またデータや実績が少ないことから，製造時の

品質管理や検査手法，安全性や耐久性の検証が，実

適用に向けた障壁になると考えられる。

　3Dプリンティングを建設産業に適用する場合，従来

金型を使用するプレキャストコンクリート等の工場生産

される部材生産に適していると考えられ，中でも多品

種少量生産において導入メリットが大きい。また通常

の施工現場においても，工程短縮によるコスト削減が

可能と考えられる。これまで構造物を構築する場合，

一定のスキルをもった技術者が必要であったが，

3DCPを活用することにより，製造・構築プロセスが

民主化され，より多くの人材が建設産業に従事するこ

とが可能になると考えられる。

4．セメント系プリント材料に関する
文献調査と知見の整理

4-1.　主な研究事例

　3DCPに求められる特有の性能とそれに必要な材

料，調配合，評価方法，基準等の情報を，既往の文

献より収集・整理し，将来の設計指針の基礎資料にす

べく取りまとめた。文献調査は，直近の10年を対象とし，

キーワードは，「3D」，「Printing」で一次検索をかけ，

さらに，「Mortar」，「Concrete」の条件で絞り込み，

131件の文献を対象として調査した。

　調査結果の詳細は報告書3）を参照いただきたいが，

強度に関する文献が最も多く，次いで，3DCPに求め

られる特有な性能であるRheology，Extrusion，

Buildabilityに関する文献が多い結果となった。一方

で，耐久性や収縮，クリープに関する文献は，現状で

セメント・コンクリート No. 904, June. 2022 

38 



 

 

図2　押出式 3Dプリンティング材料に要求されるフレッシュ性能

はごく少数に限られることがわかった。 　押出し性と積層性は，原則としてトレードオフの関係

にあり，両性能を材料レベルで両立させるためには，材

4-2.　特定項目に関する知見の整理 料に高いチキソトロピー性を付与することが一つの手段

　（1）フレッシュ性状と Buildability となる。配送段階では，圧送に伴うせん断応力により凝

　図 2に，3DCP材料に要求される主要なフレッシュ性 集が解消されてモルタルが軟化した状態で管内流動

能を体系的に示す。3DCPの一般的な工程は，押出し し，積層段階では，せん断応力の消失により再び凝集

方式の場合，ホッパー内に貯蔵されたプリンティング材 して積層された層が自立するような性質を与える材料設

料が輸送管内をノズルまで圧送される「配送段階 計とすることが有効となる。

（Delivery phase）」と，ノズルから吐出されたプリンティ 　（2）材料・調配合の特徴と，強度等の要求性能と

ング材料が造形物に積層される「積層段階（Deposition の関係

phase）」の 2つの段階から成る。配送段階で「押出し性 a） 強度に関する物性値

（Extrudability）」が要求される一方で，積層段階では 　圧縮強度，曲げ強度および引張強度試験は，

積層された層の「積層性（Buildability）」が要求される。 3DCPで作製された供試体と打込み作製された供試体

また，これら 2つの要求性能のうちの押出し性は，プリン とを比較することで，積層することが強度に及ぼす影響

ティング材料の「ポンパビリティー（Pumpability）・圧送性」 と，積層方向に対して載荷方向を変化させて強度の異

や「流動性」をプリンティングの各種条件に応じて適切に 方性を確認している。

設定することにより確保される。一方で，積層性は，プ 　圧縮強度は，配合や使用しているセメントおよび混

リンティング材料の「形状安定性（Shape stability）」や 和材（剤）により異なり， 25MPa～ 100MPa程度と様々

「自立性」に依存する。 である。曲げ強度および引張強度は例が少ないが，曲
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げ強度は 9MPa程度，引張強度は 5MPa程度という報 に適しているかどうかを確認する試験方法や品質管理

告がある。層間付着は打重ね時間に左右され，一般 手法について，体系化する必要がある。ただし，

的に打重ね時間が長くなれば層間付着強度が低下す 3DCPに求められる要求性能は，装置や環境条件によっ

る。層間付着を確保するために，層間にペーストを塗 ても大きく異なる可能性があると考えられることから，各

布する検討も行われている。 構成材料，製作プロセス，環境条件等の各要因が物

b） 材料・調配合と要求性能の関係 性に及ぼす影響について，データを蓄積していくことが

　いずれの検討もジオポリマーを除けば類似する材料を 重要である。

使用しているが，粘性や自立性の付与方法は，増粘剤 　一方，積層後に関する研究課題としては，強度異方

や繊維，早強性のセメントや早強剤と多岐にわたり，研 性や異方性を考慮した設計手法，収縮特性やクリープ

究者がコンセプトに応じて選択している。また，使用す 特性のデータの蓄積，層間の強度や耐久性の検証など

るミキサやポンプ， 3Dプリンタ，ノズル形状等が異なる が挙げられる。

ため，装置に合わせた配合にする必要があり，使用す 　このように 3DCP材料は開発段階であるのが現状で

る材料が類似する場合でも，配合が異なっていると考え あり，材料試験，品質管理，強度，耐久性のいずれ

られる。 においても，課題は山積している。

　なお，現状は強度に対する要求性能から配合が決

まっているわけではなく，各自の 3Dプリンタによってフレッ

シュ性状の要求性能が異なり，そこに合わせて配合が 5．構造設計に関する文献調査と概念検討
決められ，結果として強度が得られているという流れに

なっている。 5-1.　主な研究事例

　（3） 品質管理・試験方法と評価基準の関係 　 3DCPにより造形された構造体およびその設計方法に

　3DCPに要求される品質や性能について，現時点で ついて，既往の研究事例を取りまとめた。文献調査は，

明確に規定されたものはほとんどない。 まず 3D printing, additive manufacturing, concrete, 

　文献調査では，実験室レベルでのレオロジー試験か cement, application, reviewというキーワードで検索

らプリント時の積層体の品質を評価するものがほとんどで し，約 18,800編の検索結果から，引用数の多い論文を

あった。しかし，レオロジー試験を施工現場に適用する 中心として 17編のレビュー論文を選定して進めた。また，

ことは困難であると考えられる。一方で，モルタルのフロー 構造・設計・適用例に焦点を当てたレビュー論文や，

試験時におけるスランプ値を簡易的な Pumpabilityや 他とは異なる着眼点をまとめた特徴的なレビュー論文も

Buildabilityの指標として検討した例はあるが，材料の 対象に含め，各レビュー論文の中で構造・設計・適用

品質試験方法として確立されているとは言い難い。 例に関して引用された個別の論文にも調査を広げた。

　これらを受けて，本研究委員会の報告書3）では，3D 3）なお，調査結果は，報告書 を参照いただきたい。

プリンティングにおける品質管理の検査項目とその確認

方法（案）および，品質管理における課題について，表 5-2.　3DCPならではの設計概念・構造性能予測

形式にまとめて提示している。 　（1） 設計概念

　3DCPを採用した構造物を設計するにあたって，使

4-3.　セメント系プリント材料に関する研究課題 用するプリンティングの方式に関わらず，Design for 

　積層前に関する研究課題としては，ノズルから押し Additive Manufacturing（DfAM）は不可欠な存在と

出された積層材料が均質であるか，また性状が 3DCP いえる。DfAMは，3Dプリンティングのメリットを最大限
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に活かすための，3Dプリンティングの特性に合わせた設

計概念のことを指す。

　例えば，構造計画で施工する構造物の形状を決

め，それを3Dプリンティングする際は，積層造形でき

る形状かどうかの検討が必ず必要である。3DCPを使

えば，自由な形状をなんでも作れるわけではなく，一

筆書きやオーバーハング（張出し）角度という制約など

を考慮して形を決めていき，積層造形に最適化された

形を設計していく必要がある。すなわち，構造計画と

DfAMを繰り返して，構造物・部材の形を決めていく

必要がある。

　また，3DCPで製作した構造物は，通常のコンクリー

ト構造物と異なり，積層の界面（積層面）が存在し，こ

の積層面の付着強度が母材より低下することがあるた

め，力学的異方性の考慮が必要となる。また積層面が

十分に一体化していない場合は，耐久性にも影響を与

える可能性もある。さらに，積層方向によって表面テク

スチャが変化するため，意匠性に対しても影響を与える。

よって，積層パスは安全性・耐久性の要求性能におい

て，また意匠設計においても考慮すべき項目といえ，あ

らかじめこれらを踏まえて計画・設計を行う必要がある。

　（2） 構造性能予測

　3DCPを用いた構造物の性能照査は，通常のコンク

リートと同様に，耐久性，安全性，使用性，および耐

震性に対して限界状態を設定し，構造物あるいは構造

部材が限界状態に至らないことを確認することは同様で

あるが，3DCPならではの特徴を考慮しなければならな

い部分も多い。

　例えば，安全性における照査においては，積層パ

スや異方性に対して留意が必要である。積層面の特

性が母材とは異なるため，同一形状でも積層パスが

異なれば構造性能が変化する可能性があるためであ

る。照査にあたっては，あらかじめ積層面の付着強

度を測定し，異方性をモデルに組み込むなどの方法

が考えられるが，具体的なモデル化の方法は今後の

課題である。

　複雑な形状，最適化を取り込んだ形状の構造部材の

場合，構造性能予測には3次元の数値解析手法

（FEM解析など）の適用が前提になる。予測の高度

化のためには，収縮やクリープ特性などのデータがある

と良い。また，照査段階のモデル化においては，プリンティ

ングの精度を考慮して，形状のばらつきをあらかじめ考

慮することも重要である。なお，検査にあたっては，3D

スキャナ等を用いてプリンティング構造物・部材が設計

図どおり製造できているかを調べ，形状初期不整を定

量化することも重要である。形状誤差を含めたモデリン

グでFEM解析などを行えば，構造性能を事後評価す

ることもできる。

5-3.　共通試験の概要

　3DCPの普及を目指すにあたり，設計に用いる設計

用値を材料側から設計へ引き渡す必要がある。

3DCPで構築した部材の各種強度を測定する場合

の，例えば，供試体の作製方法，コア抜き方法など

についての考え方を整理するにあたっての共通試験を

実施した。対象とする強度は，圧縮，曲げ，割裂引

張および層間付着強度とし，積層した構造体からコア

抜きした円柱供試体から求めた強度と，モールドに材

料を打ち込んだ供試体の強度とを比較した。参加機

関は9機関であった。以下に結果の概要を示す。

　圧縮強度に関しては，プリント供試体とモールド供試

体での強度差は比較的小さく，コア抜きの方向の影響

がわずかに認められた。曲げ強度に関しては，モールド

供試体に比べてプリント供試体の強度がやや低下する

傾向にあり，特に積層方向と載荷方向の影響が出る場

合があった。一方，短繊維を混和することにより射出時

に繊維が1次元的に配向することで，プリント供試体の

曲げ強度が向上する場合も認められた。割裂引張強度

に関しては，プリント供試体とモールド供試体の強度差

について一定の傾向は認められなかった。層間付着強

度に関しては，割裂引張強度（モールド供試体）に比べ

て低下する結果が多く，特に短繊維を混和している配

合の場合に，その低下率が大きくなった。なお，試験

結果の詳細は，報告書3）を参照いただきたい。
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表2　設計値・設計クライテリア

設計諸元 検討必要事項

剛性 ヤング係数，ポアソン比，ひび割れ後剛性

強度
圧縮強度，引張強度，せん断強度，
付着強度，層間強度，ねじれ強度

耐久性
収縮量，クリープ，中性化，
凍結融解性，水密性

耐火性 熱容量，線膨張係数

安全率 施工・品質のばらつき

5-4.　構造設計に関する研究課題

　（1） 設計値・設計クライテリアに関する研究課題

　構造物を設計するには，設計値・設計クライテリアを

設定する必要があり，そのためのデータの充実が必要

である。表2に課題の一例を示す。

　特に積層方向によって，各項目がどのようになるかを

把握し，異方性を設計的にどう取り扱うかに課題がある。

また，3Dプリンティングによる施工に起因する品質のば

らつきも従来のコンクリートの場合と異なると考えられ，設

計に見込む安全余裕度についても，工学的な判断が必

要になる。

　（2）3Dプリンティングによる構造物の構造上の特徴と

研究課題

　3Dプリンティングによる構造物には，その造形法により

従来の構造物とは異なる特徴があり，その特徴に対応

した設計的な研究課題がある。

　表 3に課題の一例を示す。3Dプリンティングによる構

造物では，3Dプリンタを使って打ち込み型枠を製作し，

内部にコンクリートを充塡する工法がある。メーソンリー

やハーフPCaなど従来の工法の延長と考えられる部分

と，拡張して考える必要がある部分とがある。現状では，

内部のコンクリートのみを構造体として要求を満たすよう

に設計していることも多いと思われるが，将来的には複

合材として合理的に評価，設計されることが望まれる。

　現時点で補強材を設置することが難しいため，効

果的な補強方法およびその評価法が課題として挙げ

られる。また複雑な形状や，最適化を取り入れた形状

では，3次元 FEM解析を積極的に取り入れた設計が

表3　3Dプリンタ構造物に特徴的な設計的課題

特徴 設計的検討項目

型枠打ち込み 組積造，ハーフPCa，等価剛性，一体性

複雑形状，最適化 FEM解析

補強 鉄筋，繊維補強，プレストレス

接合部 打ち継ぎ，部材接合

材料，配筋 法的取り扱い

必須となる。弾性領域でのFEM解析だけでなく，複

合材料としての評価，非線形領域も考慮した設計法

の高度化が望まれる。

　3Dプリンティングにおいて一筆書きで作れない場

所，硬化後の打ち継ぎ施工，造形した部材同士の接

合など，接合部に関しても課題がある。

　最後に，建築分野では建築基準法（建築指定材料，

配筋の仕様規定）など，法的な取り扱いに関しても検討

する必要がある。

6．技術開発ロードマップの概要

　前身であるFS委員会において，3DCPがもたらす

未来像についてワークショップを開催し，社会ニーズの

変化と本技術のポテンシャルに基づき，概略の技術開

発ロードマップを作成した。それから2年が経過し，社

会を取り巻く環境やニーズにも変化が見られ，急激な

デジタル技術の進歩により新たに利用可能な技術も登

場している。そこで，こうした新たな情勢やニーズ，技

術を取り込んで，上述の概略ロードマップを改訂した。

誌面の関係上，本稿では掲載を割愛するが，ロードマッ

プでは，まず技術開発について，フェーズ１から４に分

け，各技術開発フェーズで実施される開発内容につい

て取りまとめた。次に，各技術開発フェーズが完了後，

順次実施フェーズに移ると考え，各実施フェーズで施

工される部材および構造物について取りまとめている。

なお，詳細については，報告書3）を参照いただきたい。
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　さらに同報告書では，3DCPの実適用に向けて想定

される障壁について4つの観点から考察を加えている。

また，3DCPがもたらす未来の可能性と期待について

も事例を交え紹介している。

7．さいごに

　本研究委員会にて様々な検討や調査を進める中

で，3DCPに関する研究の多くは，未だ手探り状態に

あることを認識した。従来型の設計施工技術と比べ

て，大きな利点や可能性が指摘されているものの，現

時点ではデファクトスタンダードとなり得る有望な技術や

手法が絞り切れていない。逆に言えば，画期的かつ

革新的な3Dプリンティング技術が，これから新たに生

まれる可能性がある。

　建設分野における3Dプリンティング技術の開発は，

コンクリート工学の領域に留まらず，ロボティクスや情報

技術など，他分野と連携が必要不可欠である。今後

は，具体的なプロジェクトへの適用を通じた技術開発

の推進や，スモールスタートやアジャイル開発といったよ

うに，まずはリスクを減らしつつ，試行錯誤を繰り返し

ながら，技術開発に果敢にチャレンジしていくことが求

められる。また，これまでに無いものを生み出そうとす

る姿勢や，人をあっと驚かせる気持ち，さらに面白いも

日本建築学会賞決まる
　4月19日，日本建築学会（田辺新一会長）は，2022

年日本建築学会賞の各賞を発表した。大賞には「建築

物の長寿命化に資する建築防水技術の体系化，およ

び建築防水に関わる研究・教育・産業領域への社会

貢献」により田中亨二氏（東京工業大学名誉教授），「全

のを実現しようとする遊び心を大事にすることも重要で

あろう。

　3Dプリンティング技術を適用することによって，コンク

リート構造物の作り方がどのように変わるのか，またどう

いったものが作れるようになるのかといった議論を重ね

てきた。これらに加えて，今後，コンクリート構造物を

誰が作るのか，あるいは誰が作れるようになるのか，と

いう点についても，大きな変化が起こる可能性がある。

誰もが気軽に投稿できるSNSや動画共有サイトを通じ

て，自分自身の考えや特技を広く発信し，世界から注

目を集めることができるようになったように，3Dプリンティ

ング技術によって，コンクリート工学に携わる専門家以

外から，全く新しい概念が生み出されるようになるかも

しれない。デジタル技術の進歩によって，このようなコ

ンクリート工学の「民主化」が進む先を，チャンスと捉え

るか，脅威と捉えるか，コンクリート工学にかかわる研

究者や技術者が，真摯に考えるべきタイミングが来て

いるように思える。

［参考文献］

１）丸屋剛／産官学によるオールジャパン体制を，セメント新聞社，月刊
コンクリートテクノ，2019年 8月号，Vol.38，No.8，pp.8～10

２）石田哲也ら／ 3Dプリンティングによるコンクリート構造物構築に関する
研究委員会，コンクリート工学年次論文集Vol.43，No.1，pp.17～
26，2021年 6月

３）日本コンクリート工学会／ 3Dプリンティングによるコンクリート構造物構
築に関する研究委員会報告書，2021年 11月

国土の都市と農村の住宅供給を捉えるマルチ・ハウジ

ング論研究にもとづく現代ハウジング論史の多角統合的

編纂による学術的貢献」により住田昌二氏（大阪市立大

学名誉教授,福山市立女子短期大学名誉教授），「建

築火災安全工学の体系化および研究・教育・国際化

活動に関する一連の功績」により若松孝旺氏（東京理科
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大学名誉教授）の 3名がそれぞれ受賞した。 論文賞

また主な各賞受賞者および団体は以下の通り（順不同・ セメント系材料を用いた建設用 3Dプリンティング技術の

敬称略）。 開発と適用実証（総合題目）（木ノ村幸士  /大成建設

（株）） 

日本建築学会賞（論文） Meso-Scale Modelling of the Mechanical Properties of 

高強度・高性能コンクリートの性能評価と品質管理方法 Concrete Affected by Radiation-Induced Aggregate 

に関する一連の研究（陣内　浩／東京工芸大学教授） Expansion（篠野　宏／Ove Arup&Partners Japan　Ltd

積雪寒冷地域における高断熱化が建築環境にもたら 　他 5名）

す影響に関する一連の研究（森　太郎／北海道大学 MOSAIC：AnEffective FFT-based Numerical Method 

教授）　他 7件 t o  A s s e s s  A g i n g  P r o p e r t i e s  o f  C o n c r e t e

（ChristaE.Torrence／Texas　A&M University　他 6名）

同（作品） Structural Performance Evaluation　and Monitoring of 

太田市美術館・図書館（平田晃久／平田晃久建築設 Reinforced Concrete Shear Walls Affectedby Alkali 

計事務所 ) Silica Reactions（澤田祥平／鹿島建設（株）　他 4名）

長野県立美術館（宮崎　浩／（株）プランツアソシエイツ 都市ごみ焼却灰を使用したジオポリマーコンクリートおよ

代表）　他 1件 びその環境安全性に関する研究（総合題目）（李柱国／

山口大学他 2名）

奨励賞

平面骨組における鉄筋コンクリート造長柱の火災時挙動 技術賞

鉄筋コンクリート造長柱の耐火性能に関する研究　その 建設用  3Dプリンティング技術の開発と実用化（総合

４（加藤雅樹／大成建設（株）） 題目）（小倉大季／清水建設（株）　他 3名）

中性化後の鉄筋腐食の進行を考慮した RC造建築物の 加圧履歴に基づいたコンクリートの圧送性の室内評

耐久性評価に関する研究（その 1）：高炉セメント B種を 価試験方法に関する研究（梁俊／大成建設（株）　

用いてかぶり厚さが異なる試験体における実験結果（酒 他3名）

井正樹／（株）大林組）　他 13件

作品賞

文化賞 早稲田大学本庄高等学院体育館 ,栃木県総合運動公

建築陶器（タイル・テラコッタ）の収集展示による建築文 園陸上競技場，リバーホールディングス両国，国立競

化の向上と書籍出版による文化的価値の公知に関する 技場，龍谷大学深草キャンパス成就館

功績（伊奈輝三／（株）LIXIL名誉顧問）　他 1件

なお，大賞および各学会賞の贈呈式は 5月 31日にオン 功労賞

ライン上で開催された通常総会後に行われた。 石川嘉崇，今本啓一，鍵本広之 ,掛川　勝，金久保

利之，河野　進，河野政典，佐藤靖彦，瀬古繁喜，

日本コンクリート工学会賞決まる 谷村　充，名倉健二，服部篤史，原田修輔，丸田　誠，

　日本コンクリート工学会（二羽淳一郎会長）は，このほ 盛岡　実，渡邉弘子

ど 2022年日本コンクリート工学会賞の各賞を発表した。

主な受賞者は以下の通り（順不同・敬称略）。
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I Cタグを埋設したモルタルスペーサ
「 iコンスペーサ ®」の概要と活用事例 

Overview and Application Examples of " i-CON Spacer" Mortar Spacer with built-in RFID Tag

江里口　玲

1．はじめに

　ICタグをコンクリートに活用する研究開発は，過去，

トレーサビリティを目的に国土技術総合政策研究所や広

島大学，宇都宮大学が実施した事例1）があり，その他

には，生コンクリートの製造時の材料計量値を記録し

たICタグを混合することで瑕疵保証を付加した生コン

クリートを出荷する仕組み2）が試行されてきた。それら

の検討において，ICタグの活用については一定のメリッ

トは理解されつつも，実用技術の普及までには至って

いない。

　一方，最近ではi-Constructionの推進という背景

もあり，建設分野に対するICT技術の積極活用や

BIM／ CIMといった取組みが盛んで，コンクリート分

野にもデジタル技術の活用が積極的に求められている。

ICタグにもその活路が改めて見直されており，土木学

会のコンクリート標準示方書［維持管理編］や，高炉ス

ラグ細骨材を用いたプレキャストコンクリート製品の設

計・製造・施工指針（案），プレキャストコンクリートを

用いた構造物の構造計画・設計・製造・施工・維持

管理指針（案）に情報記録媒体としての有効性に期待

する記述がみられる。　

えりぐち　あきら　／　ERIGUCHI Akira
太平洋セメント（株）　中央研究所　研究開発推進部　部長

写真1　衣料品のタグに内蔵されているICタグ

　本稿では，コンクリート構造物でICタグを簡便に利用

できる，ICタグを内蔵したモルタルスペーサ「iコンスペー

サ ®」と，それを用いた各種のアプリケーションについて

概説する。

2．ICタグの汎用的な活用事例

　ICタグはバーコードやQRコードと同じく個体識別技

術として広く活用されており，一番身近な例としては電

子マネーとしてのICカードの事例である。また，最近で

は写真1に示すように，ICタグを内蔵した商品タグが

大手衣料品店の自動レジにも活用されており，将来的

にはコンビニエンスストアの全商品にICタグをつける計

画も提案されている。ICタグには電池を内蔵していない

パッシブタイプと電池を内蔵しているアクティブタイプがあ

るが，電子マネーをはじめとして活用事例の多くはパッ

シブ型 ICタグを採用している。
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写真2　各種のリーダーライタ

表1　iコンスペーサに内蔵されているICタグの特性

HF帯 UHF帯

通信周波数 13.56MHz 920MHz

通信規格 ISO15693 EPC Class1 Gen2

メモリ容量 110byte 64byte

動作温度 -25～ 85℃ -20～ 85℃

　ICタグを活用するためには，電波の受発信を行うリー

ダーライタによりICタグとの通信を確保することとなる。

リーダーライタは写真2に示すとおり，電子マネー用の

カードリーダーやハンディタイプ，据え置きタイプ等，電

波の受発信を行うアンテナの指向性や電波の出力レベ

ル，防水・防塵等の耐環境性に合わせた仕様を選択

できるように多種多様な種類が存在する。

　さらに，ICタグとリーダーライタの通信を行う通信周波

数もLF帯（135KHz以下），HF帯（13.56MHz），UHF

帯（860MHz～960MHz），マイクロ波帯（2.45GHz）が

実用化されており，使用環境や求められる通信距離に

よって選定されている。

3．コンクリートへ ICタグを設置する
方法と課題

　ICタグをコンクリートに設置する事例では，表面に貼

付する方法として，プレキャスト製品を対象として三井

住友建設社がPATRACシステム3）という生産管理シス

テムを運用している。

　コンクリートに埋設するシステムとしては，先述したと

おり，過去の検討事例が複数報告されている。いずれ

写真3　iコンスペーサの外観（左）ICタグの埋設状態（右）

写真4　iコンスペーサの破壊強度試験

表2　iコンスペーサの破壊強度

試験項目 市販スペーサ ICタグ埋設スペーサ

縦方向破壊時荷重
（n=3平均）

10.2kN 10.9kN

横方向破壊時荷重
（n=2平均）スパン 40mm 

2.2kN 2.1kN 

の手法も，いくつかの課題があり表面に貼付する方法

では，コンクリート製品を運搬する際にICタグを破損さ

せてしまうことや，屋外で風雨や直射日光にさらされる

ことからICタグの耐久性が損なわれる懸念がある。

　ICタグを埋設する場合においては，コイン状やシール

状のICタグをどのように設置・固定するかに加え，内

部に埋設することによるコンクリート構造物へ与える悪影

響が懸念される。また，ICタグの設置方法によっては，

内部鉄筋と近づくことでリーダーライタとの通信性能が

低下することが懸念されている。

4．iコンスペーサの概要

　iコンスペーサは，ICタグをコンクリートに埋設する手

法の一つであり，コンクリート構造物の施工に広く利用

されるモルタルスペーサにICタグを内蔵した製品である。

表1に示すとおりHF帯とUHF帯 2種類の通信周波数

が用意されており，後述するアプリケーションの種類や

システム要件（リーダーライタと連携するPCのOS等）に

よって，種類を選択する。
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図１　点検情報の記録画面

図2　コンクリート製品の情報登録画面

　外観は写真3に示すとおり，モルタルスペーサの中

心部にICタグを内蔵している。そのため，ICタグの埋

設位置は鉄筋から一定の距離を保ち，鉄筋の影響によ

る通信性能の低下を抑制できる。

　また，写真4および表2に示すとおり，モルタルスペー

サにICタグを内蔵して製造した時点で十分な強度と耐

久性を確認していることから，ICタグを埋設することで

懸念される構造物への影響もなく、安全に適用できる。

　iコンスペーサ内部のICタグは通信用のアンテナを有

しており，iコンスペーサ自体の方向が変化することで通

信指向性が変化するため，専用のクリップで鉄筋に固

定できる形状としている。

5．iコンスペーサの各種アプリケーション

5-1．コンクリート構造物点検結果記録システム

　iコンスペーサ内部のICタグは，バーコードやQRコー

ドと異なり書き換え可能な内部メモリを有する。内部メ

モリに記録する情報を取捨選択することによって，様々

なアプリケーションを構築することが可能となる。その一

例として，コンクリート構造物の近接目視結果を記録す

るアプリケーションを紹介する。

　現在，重要構造物は5年に一回の近接目視点検が

義務付けられている。近接目視点検の結果は，点検

台帳や各種のデータベースに保存される運用がされて

いるが，実際の構造物に記録が残るわけではない。ま

図3　iコンスペーサを活用したかぶり厚検査

た，実際に近接して点検を行ったか否かについても，

構造物管理者が過去の点検記録と比較評価をしないと

正しく確認することは出来ない。

　図1に示すとおり，このアプリケーションは，構造物

に埋設したiコンスペーサのメモリに点検項目である，ひ

び割れ，浮き，はく落，錆汁，鉄筋露出，エフロレッ

センス，すりへり，ポップアウト，漏水の有無や程度を

記録することができ，構造物自身に点検結果が保存さ

れる。さらに，点検結果をリーダーライタでiコンスペー

サに書き込む際には、近接しなければならないため，

実際に近接した証拠として取り扱うことが可能となり点

検記録の履歴を永続的に保存できる。

　2020年 12月に大型カルバート等の点検調書の日付を

改ざんして報告を行ったという事案4）が発生している

が，このアプリケーションを使うことで，そのような不正を

確実に防止できる。

5-2．コンクリート製品製造・施工情報管理システム

　工場で製造されるプレキャスト製品は，工場内で完

成品となるため現場打ちコンクリートと比較して，材料や

製造に関わる諸情報を管理しやすい。また，製品単位

で品質管理が行われるため，品質情報の記録・管理

が極めて重要である。

　このアプリケーションは，プレキャスト製品に関わる各

種の情報をiコンスペーサのメモリやiコンスペーサの個

体識別 IDに紐づけてクラウドサーバーで管理するアプリ

ケーションである。
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図4　コンクリート中に埋設した ICタグの
電力比の復活率とコンクリート強度発現率の関係

　図2に示すとおりiコンスペーサのメモリには，コンク

リートの品質情報や鉄筋，PC鋼線等の情報に加え，

製品の検査情報，出荷，現場受け入れ日時等の物流

に関わる情報まで網羅して保存できる。

　また，個体識別IDや製造番号のように，iコンスペー

サに記録されたユニークな情報とサーバーやクラウドに

保存された情報を紐づけて連携させることで，写真や

CADデータのような大容量データの参照が簡単に可

能となる。リーダーライタと連携したタブレットPC等を入

出力端末として活用することで，製品の情報だけでな

く，施工時の図面確認や，現場確認写真を連携して

参照できることになる。このアプリケーションは大型プレ

ストレス製品を中心に多くの現場で採用されており，製

品単位や現場単位で記録する情報が異なるため，

ユーザー自身が設定ファイルを変更することで，ある程

度のカスタマイズが可能なシステムとしている。

6．ICタグの通信特性を活用した
アプリケーションとその可能性

　iコンスペーサは本稿で紹介したメモリを活用するアプ

リケーション以外にも無線通信の各種特性を利用したア

プリケーションを提供している。

6-1．かぶり検査システム

　ICタグのコンクリート内部における通信性能として，

杉山らは，鉄筋との位置関係や，ICタグの向きや傾き

における通信性能を詳しく解析している5）。この研究

結果のとおり，ICタグはリーダーライタとの相対的な向

きや位置によって通信性能が変化し，一定の指向性

を持っている。

　iコンスペーサは前述したとおり，通常のモルタルス

ペーサと同等の形状である。モルタルスペーサの設置

目的は，型枠と鉄筋間のかぶり厚を適切に確保するた

めに設置するものであり，その目的が適切に得られてい

るかICタグの通信指向性を利用して確認するアプリケー

ション6）を提供している。

　図3に示すとおり，型枠と鉄筋間に設置されたiコン

スペーサは適切に設置されている状態で通信可能とな

り，傾いた状態では通信できない。これはiコンスペー

サ内部に埋設するICタグの通信指向性を利用した機

能で，iコンスペーサ自体が適切な設置状態であるか

否か，すなわち，スペーサの設置目的であるかぶり厚

が適切に確保されているか否かを確認できることとなる。

　iコンスペーサは木製や樹脂製型枠であれば型枠表

面からも通信が可能であり，型枠設置時～脱型時まで

どの工程においてもかぶりの検査が可能となる。

　また，検査した日時をICタグのメモリに記録するこ

とで，検査したことのエビデンスと結果を構造物自身

に記録することとなり半永久的にトレーサビリティを実

現できる。

6-2．強度発現予測への活用

　ICタグがリーダーライタへ送信する電波強度の変化

を捉え，ICタグの位置を探索するソリューションが物流

分野で提案されている。ICタグの電波強度が弱ければ

リーダーライタから遠くの場所にICタグが存在し，電波

強度が強ければ，ICタグの場所が近くに位置するとい

う仕組みである。

　一方，電波強度が変化する要因には，物理的な距
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離だけではなく，電波を阻害する水分や金属がICタグ

に接近することも影響する。そこで，著者らはコンクリー

トの硬化発現に伴い変化する水分とICタグの発信する

電波強度の変化の相関を捉え，コンクリートの強度発

現を把握する手法を検討している7）。

　図 4は，ICタグを埋設したコンクリート供試体表面か

ら一定の位置にリーダーライタを設置し，コンクリート打

込み～28日材齢までの期間，ICタグの電波強度をリー

ダーライタで計測し，電波強度より算出した電力比の変

化を示している。

　コンクリートの28日強度を100とした際の，強度発現

率と電力比の復活率は直線的に比例し，コンクリートの

強度の発現とともに電力比が復活している。なお，電

力比の復活率はコンクリート打込み前（空気中）の電波

強度より算出した値を100としている。

　この結果は，ICタグを埋設してリーダーライタにより電

波強度の変化を把握することで，コンクリートの強度発

現を把握できる可能性を示唆している。

7．おわりに

　本稿で紹介した事例の各種システムを活用すること

で，プレキャスト製品の生産・品質情報や施工情報，

維持管理に関わる情報を一元的に管理することが可能

となる。また，ICタグの無線機能を活用することで，セ

ンサのような応用も期待できる。

　国土交通省の進めるi-ConstructionではBIM／

CIMの積極的な活用が推進されている，BIM／CIM 

の取組みにおいては，3Dで設計したCADデータを， 

PLATEAU（プラトー）8）といった国土交通省の主導す

る3D都市モデルのプラットフォームへ活用することで，

サイバー空間上における都市計画立案の高度化や，

シミュレーションへ応用する取組みが期待されている。

一方，それらのデータ連携は，あくまでもサイバー空間

における情報連携であり，フィジカル空間に実在する構

造物と正確に照合する仕組みはない。サイバー空間の

データに高い信頼性を求めるのであれば，実際のフィ

ジカル空間とサイバー空間を紐づける仕組みは必須と

いえる。

　iコンスペーサを実際の構造物に埋設して，iコンス

ペーサの個体識別 IDやメモリ情報とBIM／CIMデー

タを連携できれば，サイバー空間とフィジカル空間を確

実に紐づけることが可能となる。サイバー空間とフィジカ

ル空間が正確に紐づけられることで，サイバー空間の

データが高い信頼性を確保し，更なるデータ活用の可

能性が拡がると考えている。

　iコンスペーサは，モルタルスペーサにICタグを内蔵

した単純な製品ではあるが，今後のデータドリブン社会

を支えるツールとして発展的な活用が期待できる。
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　セメント協会は海外向けにわが国セメント産業をダイジェストしたパン
フレットを発行しました（A4版・16ページ）。需要と供給・分野別販売
先・輸出と輸入・物流関連・建設投資状況・エネルギー・世界のセメント
情報などを図表で紹介。海外の方に日本のセメント産業を理解いただくた
めのツールとしてご活用下さい。

ご希望の方には無料でお届けいたします。
申込みは部数と送付先を明記の上，下記までファクスでお申込み下さい。

［主な内容］ 

1.JCA MEMBER COMPANIES　2.DEMAND AND SUPPLY　3.CEMENT SALES BY CUSTOMER　4.IMPORT AND 
EXPORT　5.CEMENT DELIVERY FLOW　6.CONSTRUCTION INVESTMENT　7.ENERGY CONSUMPTION, RAW 
MATERIALS　8.CEMENT PLANTS LOCATION

A4判・8ページ
環境にやさしいセメント産業 ２０２１

　セメント協会では，わが国セメント産業のダイジェストを

紹介したパンフレットを発行しています。このほど最新の

2021年版を発行，図表を多用した分かりやすい内容です。

ご希望の方には無料でお届けいたします。申込みは部数と送付
先を明記の上，下記までファクスでお申込み下さい。

（一社）セメント協会　広報部門　FAX 03－5540－6181

［主な内容］セメント産業の現状，セメントの製造，脱炭素

社会を目指すセメント産業の長期ビジョン，カーボンニュー

トラル行動計画
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に，近年益々拡大･発展するセメント･コンクリート分野 表1　代表的な放射性崩壊のモードと放出される放射線の種類

崩壊のモード 崩壊現象の概要と放出される放射線の種類 放射性核種の例

アルファ崩壊 原子核から ⁴He原子核（ α線）を放出し，原子番号と
中性子数が 2つ減る核種に変化する ²³⁵U,²³⁸U,²³⁹Pu 

ベータ崩壊 原子核中の中性子が陽子に変化し，電子（ β線）を
放出し，原子番号が 1つ増える核種に変化する Sr⁰Co,¹³⁴Cs,¹³⁷Cs,¹³¹I，⁹ ⁰Rb，⁶ ⁷⁴⁰K，⁸ 

自発核分裂 質量数が非常に大きな核種に見られ，自発的に
原子核が分裂し中性子線を放出する 

²⁵²Cf

の知見･技術を活かした，関連分野へのさらなる貢献

の可能性を展望する。

放射線・原子力分野での活用
2．放射性物質および放射線について

その１　放射線の遮蔽 2-1.　放射性物質の種類と用途

Cement and Concrete, Essential Materials for 
Utilization of Radiation and Nuclear Energy 
Part 1: Concrete for Radiation Shielding 
(by KURASHIGE Isao)

蔵重　勲

　原子力や放射線は，発電，産業，医療，研究な

ど幅広い分野で利用され，その便益を我々は享受し

ている。一方で，放射性物質（放射性核種を含み放

射線を放出する物質）や放射線は，自然界にも広く存

在するが，その量や程度によっては人や環境に対する

潜在的リスクと捉えられ，有害な影響から防護する安

全対策を講じることが必要となる。

　天然に存在する放射性核種の代表的なものとして，

2-2.　放射線の発生原理

　放射性核種は，量子力学的に不安定な状態から

放射線という形でエネルギーを放出し，より安定な核

種に変化するといった放射性崩壊を起こす。表1に

代表的な放射性崩壊のモードと放出される放射線の

種類を示す。例えば，²³⁸Uは，アルファ崩壊により

⁴He原子核（α線）を放出し，原子番号と中性子数が

それぞれ2つ減った²³⁴Th（トリウム234）に変化する。

質（能力）を表す尺度として放射能があり，その程度を

1秒間に放射性崩壊を起こす原子核の数（単位 Bq，

ベクレル）として定義されている。

　一方，人工的に核分裂反応を引き起こし，放射線

を得る技術が  20世紀に発明された。その大きなもの

が原子爆弾と原子力発電である。半減期が非常に長

く自然発生的には崩壊しにくいが外部からの作用に

よって核分裂しやすい  ²³⁵Uや  ²³⁹Puの核種に熱中性

1．はじめに ⁴⁰K（カリウム40，半減期約12.5億年） （ルビジウ Rb⁷，⁸ ¹³⁷Csは，ベータ崩壊により原子核中の中性子が陽子 子（運動エネルギーの低い中性子）を衝突させ，核分

　コンクリートは，物量的･経済的に入手しやすい材

料である上に，構造物の形状･寸法や各種性能の設

計自由度が大きく，さらにその高い圧縮強度や耐久性

から汎用的な建設材料として広範に普及している。原

子力関連施設や放射光研究施設，あるいは医療施

設などでも構造材料としてコンクリートが多く用いられる

が，そこでは放射線に対する遮蔽性がコンクリートに

要求される部材もある。また，原子力発電で発生する

放射性廃棄物の処理等ではセメントを用いた固型化

が行われ，放射性廃棄物の埋設処分では長期的な

放射性核種の漏洩対策としてセメント系人工バリアが

活用されるなど，これらの場合，一般的なコンクリート

構造物･建物とは異なった目的の機能が要求される。

ム87，半減期約  492億年），²³⁵U（ウラン235，半減

期約7.04億年），²³⁸U（ウラン238，半減期約44.7億年）

などがあるが，これらは地球形成時から存在するもの

である。このうち，²³⁵Uは原子力発電の燃料として利

用されるが，超新星爆発によって生成したものが放射

性崩壊によって現在の同位体比（約 0.7％，残りのほと

Kは，微量で ⁰まで減衰している。また，⁴んどは²³⁸U）

はあるが（天然カリウム中の約 0.012％）海水や土壌中に

普遍的に存在しており，食品の摂取によって人体に取

り込まれる代表的な放射性核種である。

　一方，人工的に製造された放射性核種としては， 

⁶⁰Co（コバルト60，半減期約 5.27年），¹⁹²Ir（イリジウ

に変化する過程で電子（β線）を放出し，原子番号が

1つ増えた¹³⁷ mBa（バリウム137m）に変化する。また，

²⁵²Cfは約 97%がアルファ崩壊を起こすが，3％程度

の割合で自発核分裂し，一崩壊当たり約 3.8個の中

性子線を放出する。この他，アルファ崩壊やベータ崩

壊などでは多くの場合，核種の変化は伴わないが，

崩壊によって励起された原子核がより低いエネルギー

準位に遷移する際に，原子核内からγ線（電磁波の

一種）を放出する（ガンマ崩壊）。

　これに対しX線は， γ線と同じ電磁波であるが，原

子核外の電子からエネルギーの一部が電磁波として

放出される点で異なる。X線は，古くからレントゲン撮

裂の際に放出される新たな中性子によって連鎖的に

反応が進む現象機構を利用し，膨大なエネルギーの

中性子線を得ようとするものである。

　原子爆弾は連鎖反応を制御することなく爆発的な

エネルギーを放出することを目的としたものであり，原

子力発電ではこの連鎖反応を制御することで安定し

た中性子線を得て，これを熱エネルギー，電気エネ

ルギーに変換している。他方，核兵器として水素爆

弾も追って開発されたが，これは連鎖的な核融合反

応を利用したものであり，この反応においても中性子

線が放出される。さらに発展した中性子爆弾は，水

素爆弾と同様な原理ではあるが，透過力が高く人体

影や結晶構造解析などに利用されてきたが，近年で への即効性が高い中性子線の威力を高めた核兵器

は加速器によって得られた様々なエネルギー領域の高

輝度 X線を学術・産業研究に活用する例も増えてい

る（わが国では，大型放射光施設 SPring-8など）。

また，X線は， β線の遮蔽においても制動放射によっ

て二次的に発生する。

　以上が，自然発生的に起こる放射性崩壊と放出され

る放射線の概要であるが（X線については人工的に発

生させたものも含めて概説），放射性崩壊を起こす性

である。

　この他にも，原子炉から取り出した中性子を利用し

た研究施設（わが国では、日本原子力研究開発機構

JRR-3など）や，大型加速器で作り出した強力な陽

子ビームを金属ベリリウムなどのターゲット物質に照射

し，核破砕反応によって放出される中性子線を研究

開発に利用するといった活用も広がっている（わが国

では，大強度陽子加速器施設物質・生命科学実験

　本稿シリーズでは，このような放射線に対する遮蔽

性や放射性核種の漏洩等に対するバリア性能といった

若干特殊なセメント･コンクリートの特性に視点を当て，

その内容を概説する。まず，「その１」では，放射線

遮蔽に用いられるコンクリートを対象に，放射線の基

礎知識とコンクリートが活用される理由を解説する。次

稿「その２」では，放射性廃棄物の処理･処分などに

活用されるセメント系材料を取り上げ解説するととも

（テクネチウム99m，同 mTc ⁹，⁹ム192，同約73.8日）

約6.01時間），²⁵²Cf（カリホルニウム252，同約2.65年）

などが科学研究目的や産業・医療用途として利用さ

れている。また，原子力発電でのウラン燃焼により生

成する放射性核種としては，¹³⁴Cs（セシウム134，半

減期約2.06年），¹³⁷Cs（セシウム137，同約30.1年），

Sr（ストロンチウム ⁰，⁹（ヨウ素131，同約8.02日） ¹³¹I

90，同約28.8年），²³⁹Pu（プルトニウム239，同約

2.41万年）などが挙げられる。
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表2　放射線加重係数 W R（ICRP 2007年勧告）

放射線の種類 放射線加重係数 W R

α線 20

β線， γ線， X線  1

2.5～ 21
中性子線 エネルギー値の関数として

与えられ， 1MeVで最大値 

施設J-PARC MLFや理化学研究所小型中性子源

システムRANSなど）。

3．放射線の遮蔽に活用されるコンクリート

3-1.　放射線の性質と被曝線量の評価

　放射線とは，広義には紫外線，可視光線，赤外線，

電波なども含められるが，一般には電離作用（放射線

により物質中の電子を原子からたたき出す作用）を有

する放射線を指す。前述したα線， β線，中性子線は，

それぞれ⁴He原子核，電子，中性子の粒子線からな

る電離放射線であり， γ線，X線は電磁波として放出

される（間接的な作用も含めると）電離放射線の一種

である。これらは，放射線の種類やそのエネルギーに

応じて，人体への有意な影響が及ばないよう適切な

防護対策が求められる。α線や中性子線は，他の放

射線よりも著しく大きな電離作用を有し，DNA損傷等

に対する影響が比較的高いと考えられている。具体

的には，放射線の種類によって生物学的な影響が異

なるため，国際放射線防護委員会（ICRP）が勧告す

る放射線加重係数  W（R 表２）を吸収線量D（Gy, = 

J/kg）に乗じた式（１）により等価線量 H（Sv）に換算し

て放射線の影響を評価している。

　H=W R・D ･････････････････････････････（１）

　さらに，放射線の影響が人体の組織･臓器により異

なることから、同じくICRPから示されている組織加重

係数 W（T 表３）をそれぞれ組織･臓器ごとの等価線量 

HTに乗じて総和をとる式（２）によって実効線量 E（Sv）

に換算し，被曝線量を評価している。

　E=∑（T WT・H T） ･･･････････････････････（２）

表3　組織加重係数 W T（ICRP 2007年勧告）

組織･臓器の種類 組織加重係数 W T

赤色骨髄，肺，胃，乳房，結腸 0.12

生殖腺 0.08

膀胱，肝臓，食道，甲状腺 0.04

皮膚，骨表面，脳，唾液腺 0.01

残りの組織・臓器すべてに対し 0.12

　このような被曝線量評価は，放射線に対する防護

および管理の観点によるものであり、ICRPの2007年

勧告1）では、通常時の被曝線量限度として，一般の

人で1mSv/年間，放射線作業従事者で100mSv/5

年間（ただし1年間で50mSvを超えない）といった値が

示されている。

3-2.　放射線の遮蔽

　（1）α線やβ線の遮蔽

　前節で概説した放射線の被曝線量評価は，人間活

動における被曝リスクの評価とその対策管理として大切

ではあるが，体内に取り込まれる放射性物質を抑制す

るとともに（内部被曝リスクの低減），人間活動に有意な

影響が及ばないよう放射性を遮蔽するといった対策（外

部被曝リスクの低減）を事前に講じることが肝要である。

　表４のとおり， α線は，+2の電荷を帯びた⁴He原子

核の荷電粒子線であり，その強い電離作用から遮蔽

物中の原子の持つクーロン場との相互作用から，紙一

枚程度の物体で遮蔽できる。β線も，-1の電荷を持つ

微小な電子の荷電粒子線であり， α線よりは透過性が

高いがプラスチックや金属の板で比較的容易に遮蔽が

可能である。ただ， β線の遮蔽では，前述のとおり二

次的にX線が発生するため，X線の遮蔽に対しても留

意が必要となる。

　（2）γ線やX線の遮蔽

　電磁波であるγ線や X線は，原子中の“電子”との

相互作用である①光電効果（電子が電磁波のエネル

ギーを吸収し，軌道を飛び出してしまう現象）， ②コン

プトン散乱（電磁波が電子による非弾性散乱によってエ
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表4　放射線の分類と透過性の対比

放射線の分類 主な放射線の種類 透過性の対比

荷電粒子線 α線 （ ⁴He原子核） 1枚の紙で止めることができる

粒
子
線

（直接電離放射線） β線 （電子） 1cmのプラスチック板やより薄い金属板で止めることができる

非荷電粒子線
（間接電離放射線） 中性子線 （中性子）

水素を多く含む水やコンクリート，炭化水素系高分子，
またはホウ素を含む化合物などで弱めることができる

電磁波 γ線
厚い鉛や鉄の板などで効率的に弱めることができる（間接電離放射線） X線

ネルギーを失い弾き飛ばされる現象）， ③電子対生成

（原子核に入った電磁波が運動エネルギーを失うととも

に電子と陽電子のペアを生成する現象）によって減衰

する。それぞれ，電磁波のエネルギーが X線や低エ

ネルギーγ線といった低い場合（数 100keV以下）では

光電効果が，それよりも高いエネルギーのγ線（1MeV

程度）ではコンプトン散乱が，さらに高いエネルギー領

域のγ線（数  MeV以上）では電子対生成が支配的な

現象となる。

　これらの相互作用による減衰効果は，物質の原子

番号 Zのそれぞれ順に4～5乗， 1乗，2乗に比例す

ることが明らかになっており，質量密度（≒電子密度）

の高い材料がγ線や X線の遮蔽に有効であることか

ら，鉛（密度 11.3g/cm³）や鉄（密度 7.87g/cm³）のよ

うな高密度材料がよく用いられる。大規模な遮蔽体が

必要とされる条件では，構造体としての性能や経済性

等の観点からコンクリートがよく用いられ、重量骨材を

用いて絶乾単位容積重量を3.5t/m³以上に高めた重

量コンクリートの適用実績が古くから見られる例えば 2,3）。

　実際の遮蔽計算では，非衝突によって透過するγ線

やX線の線量 Iと入射線量 I 0の比率（透過率）は，式

（３）のように遮蔽体の厚さt（cm）と線減衰係数µ

（cm-1）の指数関数として表される（遮蔽計算の詳細

は，文献4～6）などが参考となる）。

　I/I 0＝e -μt ･････････････････････････････（３）

　各種遮蔽物質の線減衰係数µは，その密度ρ

（g/cm³）で除した質量減衰係数 µ/ρ（cm²/g）でデー

タが示されており，その値は入射するγ線や X線のエ

ネルギーが高いほど一般に小さくなる（減衰が弱くな

る）。この他にも，遮蔽物質との衝突（相互作用）により

散乱されたγ線やX線も透過線量として評価する必要

があり，入射エネルギーや遮蔽体厚さによって異なるそ

の影響が見積もられたビルドアップ係数 Bが遮蔽物質

ごとに示されている。このビルドアップ係数 Bを式（３）か

ら計算される非散乱透過線量に乗じることで，非衝突

によるもの，および散乱によるものを合算した透過線量

を算出し，評価が行われる。

　前述のとおり， γ線や X線の遮蔽では，遮蔽物質と

の相互作用によりβ線（電子線）が二次的に発生するこ

とから，遮蔽対策ではその点にも注意が必要である。

また，高エネルギーのγ線が原子核に照射される場合

では，光核反応により中性子や陽子などの核子が放

出されることがあり，同様に留意が求められる。

　（3）中性子線の遮蔽

　中性子線は，その名のとおり電荷を持たない微小な

中性子の粒子線であるため，原子核周囲にある電子の

影響をほとんど受けない。そのため，中性子線は，原

子中の“原子核”との相互作用を利用して遮蔽される

が，原子内で原子核が占めるサイズは非常に小さく，

金属等の高密度材料（質量数の大きい元素）を用いても

遮蔽効果は大きくならない。したがって，表４で示したよ

うに，中性子線が透過性の最も強い放射線となっている。

ただ，中性子と同程度の質量を持つような軽い原子核と

の相互作用によって効率的にそのエネルギーを減衰させ

ることができる。このような理由から，中性子の遮蔽材と

して水や水和物を多く含むコンクリート，炭化水素系の

化合物などがよく用いられている。
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図1　軽水炉における核分裂反応と発生する放射線 8）

　厳密には，中性子線の遮蔽はかなり複雑な原理･

現象に基づくため，前述のγ線や X線の遮蔽よりもより

複合的な対策が必要となる。中性子と原子核の相互

作用には，中性子の散乱反応と吸収反応があり，さ

らにそれぞれ弾性散乱反応と非弾性散乱反応，なら

びに中性子捕獲反応などに分類され，異なった原理

で生じる。

　弾性散乱反応は，衝突する中性子と標的となる原

子核の運動エネルギーの和が保存され，原子核の種

類を問わない散乱現象である。この時，衝突後の中

性子の運動エネルギーが失われやすいのは，ビリヤー

ドで突いたボールが同じ質量のボールと正面衝突する

と停止するように，中性子と同程度の質量を有する軽

い原子核との衝突になる（質量が大きな原子核との衝

突では跳ね返りが大きい）。すなわち，質量数が最も

小さな¹H（水素 1）を多く含む物質が，弾性散乱反応

による中性子線（エネルギーの低い熱中性子まで）の

減衰に有効な遮蔽材となる。このようなことから，原

子炉の多くに軽水が中性子線の減速材として用いら

れている（炉心から熱を取り出す冷却材としての機能

も兼ねている）。

　ただし，弾性散乱反応は，中性子線のエネルギー

が低いほど起こりやすい現象であり，原子炉中の核分

裂反応などによって生じた高速中性子のエネルギーを

まずある程度まで低減させることが求められる。その

際に係わるのが非弾性散乱であり，これは中性子と原

子核の衝突において運動エネルギーの和が保存され

ず，エネルギーの一部が衝突された原子核の励起に

消費され低減する現象であり，結果的としてγ線が放

出される。非弾性散乱は，高いエネルギー領域の中

性子線において質量数が大きな元素ほど起こりやす

く，鉄などが遮蔽材としてよく用いられる。

　散乱反応は，中性子線のエネルギーを効率的に減

衰させることへの寄与は大きいが，中性子線を消滅さ

せるまでの効果は期待できない。したがって，水など

の減速材によってエネルギーを低減させた熱中性子

を，さらに中性子捕獲反応によって吸収する対策が

取られる。これは，中性子が原子核に捕獲される反

応であるが，中性子線のエネルギーが低いほど起こり

やすく，励起状態となった複合核が基底状態に戻る

際に二次的なγ線の放出を伴う。中性子捕獲反応は

いずれの原子核においても起こり得るが，その反応

性は大きく異なり，¹⁰B（ホウ素 10）が高い捕獲反応性

がある元素としてよく用いられ，コンクリートを用いた中

性子線の遮蔽ではホウ素化合物が混合される場合が

ある例えば 7）。

　この他の吸収反応として核分裂反応があるが，こ

れは²³⁵Uや  ²³⁹Puなどの重い原子核に熱中性子が吸

収され，核が二つに分裂するとともに大量のエネル

ギーと2，3個の中性子を放出する反応である。この
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放出される中性子によって引き起こされる連鎖的な核

分裂反応を利用したものが，原子力発電や原子爆弾

である。

3-3.　遮蔽材として活用されるコンクリート

　図１に概略を示すように，軽水炉における反応では，

²³⁵Uに熱中性子が照射され核分裂によって生じた熱エ

ネルギーを取り出して利用するが，その際に中性子線

が放出されるとともにさまざまな核分裂生成物も発生

し，それらの放射性崩壊によってさらにγ線やβ線が放

出される。

　このような放射線の遮蔽では，ここまで概説したとお

り，その透過性から特にγ線や中性子線に対する評価

と対策が重要となる。また、放射線の種類やエネルギー

によって原子（原子核や電子）との相互作用が異なり，

遮蔽に効果的な物質も共通しないなど複雑なメカニズ

ムの理解も求められる。さらに，放射線の遮蔽におい

ては，二次的に放射線が発生することから，遮蔽設

計ではこれらを総合的に評価して対策を講じることが

肝要である9）。

　コンクリートは， γ線や中性子線に対して突出した遮蔽

性能を有するわけではないが，中性子線の散乱反応に

よる減衰に有効な軽水を多く含み， γ線やX線の減衰に

効果的な鉄等の重い元素もある程度含有した材料であ

る。さらに，中性子線の吸収に有効なホウ素化合物や， 

γ線等の減衰に有効な重量骨材などを混合するなどし

て，遮蔽性能を高めることが可能な複合材料である。

このような理由から，放射線の遮蔽機能と構造安定機

能を兼ね備えた構造体として，また，最も自由度が高く

経済的な設計や施工が可能な材料として，コンクリート

が多く活用されている。わが国初，世界でも4番目の

原子力船「むつ」の遮蔽体に蛇紋岩使用コンクリートや

重量コンクリートが用いられたことは有名である10）。船

内空間が限られる中，重く厚いコンクリートが採用され

た事実は，放射線の遮蔽対策の重要性とコンクリート

が有する遮蔽性能も含めた総合的なポテンシャルの高

さを示している。

4．おわりに

　本稿では，放射性物質や放射線の基本的性質に

触れ，放射線遮蔽の必要性や被曝線量評価の考え

方について解説した。また，放射線の種類ごとに，

遮蔽において考慮すべき各種の現象を示し，遮蔽対

策の概要を示した。原子力関連施設，放射性廃棄

物処分施設，放射光研究施設、医療施設などにお

ける放射線遮蔽にコンクリートが活用されるようになっ

て長いが，遮蔽体寸法の更なる縮小化とより経済的

な設計･施工に向けた遮蔽性能の向上には技術開発

の余地もあり，今後の研究発展が望まれる。近い将

来には，月や火星における人間活動も想定される。そ

の地に降り注ぐ宇宙線に対して，現地の素材を活用し

て構築される遮蔽･構造体の開発設計11）にも，セメン

ト･コンクリート分野の知見や技術が大いに活用される

ものと期待される。

［くらしげ　いさお／

（一財）電力中央研究所　サステナブルシステム研究本部

　　　　　　　　　　　　　　主任研究員　博士（工学）］
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記事情報
外国雑誌の

ポリプロピレン(PP)繊維と鋼繊維を用いた超高性能コン

クリート(UHPC)の高温状態における挙動の調査検討

Francesca Sciarretta, Stefano Fava，ほか 

Construction and Building Materials

304．論文NO， 124608（2021）

　高強度コンクリートよりもさらに優れる力学的性能を

有する超高性能コンクリート（UHPC）では，高温環境

下で爆裂を引き起こしやすい問題がある。

　本研究では，ポリプロピレン（PP）繊維と鋼繊維を併

用したUHPCに対して高温履歴を与えて強度試験を

行い，既往の研究とも比較する形で検討した。

UHPCは，圧縮強度レベルが150・180N/mm²の2

配合を用意した。PP繊維の使用量は体積に対して

0.27%に固定した一方で，鋼繊維の使用量は0～

1.92％の範囲とし，鋼繊維量の影響を検討した。試

験体はマッフル炉内にて200℃で約 6時間加熱し，圧

縮強度試験を加熱前，200℃高温状態（炉取出し直

後）および室温冷却後に行った。

　高温状態の圧縮強度は，強度レベル150N/mm²

では鋼繊維の有無に関わらず加熱前と同程度となっ

た。これに対して強度レベル180N/mm²では，鋼繊

維を使用しない場合には高温状態の強度は加熱前より

低下する傾向を示した。また，冷却後の圧縮強度は，

強度レベルによらず加熱前よりも向上し，加熱前と比

較した強度増加率は鋼繊維量 1.25%では18%増加，

鋼繊維量 1.92%では27%増加となった。

　既往の研究では，400℃以上の高温環境下に

UHPCが晒されると加熱後の圧縮強度は低下するも

のの，PP繊維を2%程度と比較的多量に使用するこ

とで加熱による強度低下を抑制できることが報告されて

いる。しかしながらPP繊維量が過大になるとそれによ

る圧縮強度の低下が懸念されるため，今後はPP繊

維量が多い場合について検討する必要があると著者

らは指摘している。

NOx対策の基本

Tom Lowes，ほか 

International Cement Review

［8］35～38（2021）

　セメント工場におけるNOx排出の低減方法として，

選択的無触媒還元法（SNCR）の導入が挙げられる

が，高コストであり，NH₃の排出量増加に繋がる可能

性もある。一方，NOxの発生やその再燃焼／多段

燃焼の基礎知識を応用することで，より低コストに

NOx低減を図ることもできる。著者らは仮焼炉におけ

るNOx低減として，キルンガスを高温域で再燃焼させ

る考えを提言しており，仮焼炉燃料を噴射後，キルン

ガスが原料によって冷却される前に1300℃まで昇温

し，その後，三次空気との接触までの滞留時間を0.5

秒以上維持することが必要であることを示している。し

かし，使用する燃料や設備の制約によっては，この考

えを適用するだけではNOx規制を満たせない場合も

あり，燃料噴射装置の設計や三次空気等の位置関

係の最適化を加える事によってNOx低減を図った事

例もある。

　LafargeHolcim社のBarroso工場は増産のための

改造の一環で仮焼炉に独立した燃焼室を設けたこと

で，代替燃料の燃焼や上記のNOx低減法の適用に

制約があることが課題となっていた。そこで，TRIE

社の開発した数値流体解析コード（TSF）を駆使し

て，代替燃料の投入箇所や再燃焼位置の最適化を

行った結果，代替燃料による熱代替率が最大 30％向

上し，かつNOx排出量が20％低減することを確認し，

SNCRを利用しなくともNOxの排出規制を満たすこと

を実証した。

低CO₂型合成鉱物質混和材

Sada Sahu，ほか 

International Cement Review

［9］68～70（2021）

　鉱物質混和材（SCMs）は普通ポルトランドセメント

（OPC）の部分的な代替用途等でコンクリートに添加さ

れ，硬化特性の向上に寄与する。SCMsとしては主に

フライアッシュや高炉スラグ，シリカフュームといった産業

副産物が使用されているが，これら従来のSCMsは品

質の安定性が保証されておらず，また石炭火力の減少

などに伴って供給量が減少しつつある。そのため，安

定した品質と従来 SCMs同等の機能を有する代替品が

必要とされている。

　ソリディア社の開発した合成 SCMsは，セメント工場

からの排ガス等を利用し，自社で製造するソリディアセメ

ントのスラリーとCO₂を直接反応させることで生成する。

ソリディアセメントは従来のOPCの製造と比較してキルン

でのCO₂排出量を30％削減できることが既に実証されて

おり，さらに後続の炭酸固定過程を経て得られた合成

SCMをコンクリートに適用することでCO₂排出量を大幅

に削減できることが期待される。また，世界中のセメント

工場において安定した品質で生産でき，従来のSCMs

の供給不足を補填出来る可能性も有している。

　ソリディア社では合成SCMの性能評価に取り組んで

おり，OPCの20％を合成 SCMで置換したモルタルに

ついて強度発現性の指標である活性度指数を測定

し，規格要求値を満たす結果を得ている。現在は性

能評価だけでなく，その CO₂の削減範囲についても調

査を進めている。

人工ニューラルネットワークを用いた超高性能コンクリー

トの強度予測モデル 

Joaquín Abellán-García. 

ACI Materials Journal 

118［4］3～14（2021）

　フライアッシュや高炉スラグなど，種々のセメント系材

料を使用した超高性能コンクリート（UHPC）は，材料

が多岐にわたり且つ材料同士の相互作用が不明瞭で

あるため，従来技術でその圧縮強度を予測することは

困難である。人工ニューラルネットワーク（ANN）は，

機械学習の一手法として多くの分野で活用されている

が，UHPCに適用された例は少ない。そこで著者ら

は，種々のセメント系材料を使用したUHPCの28日圧

縮強度を予測するANNモデルの構築を試みた。

　解析には，UHPCの28日圧縮強度を含むデータセッ

ト927個から，外れ値（クックの距離などから判断）を

除き正規化した797個のデータセットを用いた。その

内，無作為に選択した597個のデータセットを学習デー

タ，残りの 200個のデータセットをモデルの妥当性を確

認するためのテストデータとして用いた。尚，ANNの

学習は弾性逆伝播学習法で  K分割交差検証（K＝

10）のもと実施し，隠れ層は1層でノード数は7つとした。

説明変数はUHPCに使用した材料の体積比（13種

類）及び UHPCの特性（4種類）を使用した。解析の

結果，学習データ及びテストデータに対する二乗平均

平方根誤差（RMSE）は10.051及び 8.924となり，過

学習なく良好な精度で予測可能なANNモデルが構

築された。また，シナプス荷重から，28日圧縮強度

に最も影響を与える説明変数は充填密度を表す変数

であると評価された。
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生　産 販　売 輸　出

【訂正とお詫び】

2022年5月号 No.903　P.51「セメント・データファイル」にて以下の誤りがありました。

誤）　輸出　22年2月において「香港，マカオ，フィリピン，シンガポール，マレーシア」の数字に誤りがありました。
正）　正しい数字は本号 P.61（当ページ）の表にて記載しております。

誤）　需給　2020年において「期末在庫，前年比，固化材原料他」の数字に誤りがありました。
正）　正しい数字は本号 P.62（次ページ）の表にて記載しております。

読者の皆様ならびに関係者の皆様にご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。

需　給

最新の需給情報はセメント協会ホームページでご覧いただけます。

https://ｗｗｗ.jcassoc.or.jp/
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〇CO₂を削減しつつ，残コン・戻りコンをゼロにする新たな方策
〇異なる試験条件（材料,暴露環境,試験方法）による塩化物イオン
　拡散性状の比較《海外と国内の比較例》
〇透過による固化処理土の強制的な変質促進への取組み
〇社会環境材料としてのセメント系材料の使命と脱炭素社会構築
　に向けた動向
〇セメント産業の廃棄物受入れが最終処分場の残余年数に及ぼす影響
〇調査診断事例報告書データベースの構築と整備活用
〇シリーズ／セメントコンクリートを「科学」する　放射線・原子力
　分野での活用　その２
〇2021年度のセメント生産および操業の概況
〇ずいそう（魚本健人）　ほか

ダム再開発工事における洪水吐および減勢工コンクリートの改造
《浜田川総合開発事業浜田ダム再開発工事》

セメント・コンクリート　No.904　6月号 
2022（令和4）年 6月 15日発行



N
o.904　

2022.6

一
般
社
団
法
人
セ
メ
ン
ト
協
会

令和4年6月15日発行 ISSN0371-0718

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
　
N
o.904

／
2022.6　

令
和

 4
年
6
月

 15
日
発
行

定
価

 1100
円
　 本
体

 1000
円

 ⑩
送
料
別

© セメント協会　2022　Printed in Japan ／雑誌 05545-6

 

https://www.kajima.co.jp/

	P6P15目次_JCA_REPORTv10
	P16P21主論文_セメント_坂田氏v6
	P22P29主論文_土木_宜野座氏_v7
	P30P37主論文_建築_兼松氏_v10
	P38P39ずいそう_v3
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